


休眠預金活用事業 事業計画書 【2023年度通常枠】

基本情報

優先的に解決すべき社会の諸課題

○ (1) 子ども及び若者の支援に係る活動
－ ① 経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援
○ ② 日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援
○ ③ 社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援
－ ⑨ その他

－ (2)日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動
④ 働くことが困難な人への支援
⑤ 孤独・孤立や社会的差別の解消に向けた支援
⑥女性の経済的自立への支援
⑨ その他

○ (3)地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動
○ ⑦ 地域の働く場づくりや地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援
○ ⑧ 安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援
－ ⑨ その他

申請団体 資金分配団体
資金分配団体 事業名（主） 「持続可能な地域運営組織づくり」推進事業

事業名（副） 多世代の協働と地域資源の集約・循環を通じて課題解決力を高め続けられる地域へ
団体名

事業の種類1 ①草の根活動支援事業
事業の種類2 ①ｰ2地域ブロック

コンソーシアムの有無持続可能な地域運営組織づくり推進コンソーシアム（特定非営利活動法人おっちラボ、特
定非営利活動法人みんなの集落研究所、公益財団法人うんなんコミュニティ財団）

あり

領域／分野

事業の種類3 中国ブロック（鳥取、島根、岡山、広島、山口）
事業の種類4

その他の解決すべき社会の課題

必須入力セル

任意入力セル



SDGsとの関連

Ⅰ.団体の社会的役割
(1)団体の目的 196/200字

(2)団体の概要・活動・業務 200/200字

ゴール ターゲット 関連性の説明

_11.住み続けられるまちづく
りを

11.a   各国・地域規模の開発計画の強化を通じて、経済、社
会、環境面における都市部、都市周辺部及び農村部間の良好な
つながりを支援する。

過疎・高齢化が進んでいく中山間地域において、地域運営組織が空き家、農地、山林等といった地域資
源の共有、循環というプロセスを通じ、都市部等関係人口の力を借りながら、すべての世代が安心して
暮らし続けられる地域を目指すことで、ターゲット実現に近づく。

_4.質の高い教育をみんなに 4.4   2030年までに、技術的・職業的スキルなど、雇用、働き
がいのある人間らしい仕事及び起業に必要な技能を備えた若者
と成人の割合を大幅に増加させる。

過疎・高齢化が進んでいく中山間地域において、地域運営組織が、地域内において管理する農地、山林
等のフィールドを、子ども（特に不登校や発達障害等により通常の学校教育が困難な児童、生徒）や若
者に対して教育の場として提供することで、農業や林業の担い手育成につながり、ターゲット実現に近
づく。

_11.住み続けられるまちづく
りを

11.3   2030年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を促進し、
全ての国々の参加型、包摂的かつ持続可能な人間居住計画・管
理の能力を強化する。

過疎・高齢化が進んでいく中山間地域において、地域運営組織が空き家、農地、山林等といった地域資
源の共有、循環というプロセスを通じ、関係人口の力を借りながら、すべての世代が安心して暮らし続
けられる地域を目指すことで、ターゲット実現に近づく。

_11.住み続けられるまちづく
りを

11.7   2030年までに、女性、子供、高齢者及び障害者を含め、
人々に安全で包摂的かつ利用が容易な緑地や公共スペースへの
普遍的アクセスを提供する。

過疎・高齢化が進んでいく中山間地域において、地域運営組織が地域資源の共有、循環というプロセス
を通じ、地域内外における若者や子ども等の力を借りながら、山林や農地の整備を伴う利活用を推進
し、すべての世代が安心して暮らし続けられる地域を目指すことで、ターゲット実現に近づく。

_15.陸の豊かさも守ろう 15.2   2020年までに、あらゆる種類の森林の持続可能な経営の
実施を促進し、森林減少を阻止し、劣化した森林を回復し、世
界全体で新規植林及び再植林を大幅に増加させる。

過疎・高齢化が進んでいく中山間地域において、地域運営組織が、地域内山林を共同管理し活用される
仕組みを実装することで、健全な森林の維持が可能となり、ターゲット実現に近づく。

島根県雲南市で自治の進化に挑戦する地域の住民等に人材育成や地域振興支援を行うNPO法人おっちラボ（若手人材育成塾などを運営）と同市における市民主体の取組みを市民の寄付で支える公益
財団法人うんなんコミュニティ財団、岡山県内において10年に渡り地域運営組織の支援に特化して支援を行ってきたNPO法人みんなの集落研究所が、それぞれの現場で地域運営のあり方を一歩進め
る必要を感じて形成した組織である。

◯NPO法人おっちラボ：2014年法人化し、島根県雲南市の実践家養成講座「幸雲南塾」を9期企画運営。地域運営組織の人材育成や、雲南市内の山林活用支援を強化。
◯NPO法人みんなの集落研究所：岡山県内の中山間地域や離島の集落を中心に支援を10年間にわたり展開。現在も岡山県内の10市町村で地域運営組織の支援を展開。地域の土地建物を次世代に繋ぐ
研究会。
◯（公財）うんなんコミュニティ財団：休眠預金事業等



Ⅱ.事業概要

(終了)

事業概要

829/800字

実施時期 (開始) 2027/3/31 対象地域
島根県雲南市、岡山県笠岡

市

実行団体における、不動産（土地・建物）購入の想定有無
※助成金で土地の購入はできません。建物の購入（建物新築含
む）は原則できません。自己資金等で購入する場合は認められま
す。詳しくは公募要領をご確認ください。

なし2023/9/1

最終受益者 ①地域の運営を担う次世代が不足するために、将来にわたってその地域で住み
続けることが困難になっており、孤独感、孤立感や将来への不安を持っている
地域の住民。②親世代が有している空き家、農地、山林等の相続や管理、活用
に不安を覚えている若い世代の地域の住民及び転出者。③不登校や発達障害、
経済的理由等により通常の学校教育や体験学習が困難な児童、生徒。④空き
家、農地、山林等の活用に関心があり、事業を行う意欲があるが協働できる
フィールドがなく力を発揮しきれていない地域外の事業者、個人等。

(人数)

約3,000〜4,000人（各地域約1,000人×3〜4地域）

直接的対象グループ

住民主体に地域課題解決に取り組んでいる地域運営組織、社会福祉協議会、森
林組合、農事組合法人及びそれらと連携し課題解決に取組む民間事業者等 (人数)

3〜4組織

過疎化、高齢化の進行に伴い、地域の運営を担う次世代が不足し、持続可能な地域づくりが困難になっている（すなわち課題解決力が維持できなくなっている）地域を
対象に、空き家、農地、山林の共同管理を通じて、地域外の企業、個人等にアセットを活用してもらい、次世代関係人口との協働による地域の活性化を図る取組みの実
践とモデルづくりを、中山間地域である島根県雲南市と離島のある岡山県笠岡市で創っていく。
具体的には、山林、耕作放棄地、空き家等の地域の遊休資源を将来世代につなげ、地域内での資源循環と次世代との協働による地域課題解決を企図する地域運営組織等
に助成を行い、①遊休資産活用に関わる地域課題解決の核となりうる次世代パートナーの発掘、②次世代関係人口が参入しやすいフィールドや拠点となる空き家、農
地、山林を整備、③その活用をする次世代との協働による持続可能な地域事業開発・実装をし、④さらなる地域運営の担い手育成と移住・定住の促進等を実施する。
②においては、個人所有の山林・農地・空き家を地域運営組織のコーディネートにより共同管理する仕組み（例：サブリースの活用）の実験的運用を行う。
④については、地域運営組織が、新規就農者や山林活用の希望者に対して、農業体験ツアー等の開催により都市部等からの関係人口と出会い、さらに農業塾、里山整備
塾等を開催して人材育成するといった取り組みを想定している。例えば、地域運営組織が、企業や教育機関等と協働して、発達障害や不登校等により通常の学校教育や
体験学習が難しい児童、生徒に対して、豊かな自然環境の中で地域と触れ合い自己実現を目指す教育プログラムを開発し、次世代関係人口を創出するといった活動も
また、コモンズ化の仕組みづくりやアセットの管理、運営については、専門的な知識も必要となることから、専門家を含む人材とのコーディネートも併せて行う。、活
用することで、①個人が所有する土地建物の地域での管理、活用のための仕組みづくり、



Ⅲ.事業の背景・課題
(1)社会課題 999/1000字

(2)課題に対する行政等による既存の取組み状況 193/200字

(3)課題に対する申請団体の既存の取組状況 196/200字

(4)休眠預金等交付金に係わる資金の活用により本事業を実施する意義 199/200字

（概要）
地域運営組織（小規模多機能自治）の導入は、雲南市を先駆けとして全国の自治体に広がっているが、住民の高齢化と人口減少が進み、地域運営組織そのものの担い手不足が進行しており、将来的な
持続可能性と課題解決力低下が課題となっている。また、高齢化・過疎化が進行する地域においては、個人所有の空き家、耕作放棄地、放置山林等の管理不全も深刻な課題となっており、災害リス
ク上昇、防犯上の課題、次世代の負担といった負の影響が生じている。
（背景）
人口減少・高齢化の進む中山間地域においては自治会・町内会で共助を支えきれず、行政機関では個別のニーズに対応しきれないため、全国で地域運営組織や雲南市発の「小規模多機能自治」の実
践がなされている。小規模多機能自治は、概ね小学校区域の範囲で、地域に必要な様々な機能を分野横断的に統合して住民の参画・協働を進める、自治体内分権・互助共助の仕組みであり、全国に
広がっている（小規模多機能自治推進ネットワーク会議の自治体会員数274）。地域福祉（見守りや介護予防）や防災などが共助で賄われるようになったが、以下のような問題が取り残されている。
（課題1：将来世代の担い手不足）
現在地域運営組織の運営を担う役職員等は、多くが65歳以上のリタイア世代となっており、中には設立以降長らく運営に携わっているケースも多く、高齢化が進行している。また若い世代の参画も
少ないことから、将来の担い手が見出しづらい状況に陥っている。こうした状況は、組織そのものの安定的、継続的な運営において課題となるのみならず、一次産業の後継者不足、地域文化の継承
者不足、除雪・草刈り作業等の人手不足、空き家、農地、山林の管理不全等にもつながって、地域全体の活力を低下させる危険性を孕んでいる。
（課題2：地域で暮らし続けられない不安）
上記の結果、高齢者のみの家庭はさまざまなサービスから取り残され孤立化・孤独化し始めており、あるいはその不安を感じている。また子の世代は親世代から引き継ぐことになる山林・農地・家
屋の管理をし切れないことに不安・負担を感じ、地域からの流出が止まらない。
（課題3：資産未活用による機会損失）
他方、地域資産を十分に活用できないために、次世代の事業者が十分に価値発揮できない、通常の学校教育を受けづらい児童生徒たちが十分な学習機会を得られないといった機会損失も大きい。

雲南市行政は空き家バンクを運営しているが次世代の積極的に巻き込みや有効な活用策まではサポートしていない。雲南市では、社会課題解決のための起業や人材育成を推進し多くの人材が市内で活
動しているが、放置資産等を拠点やフィールドとする整備の手間とコストについては、行政が大きく関与していない。国等の補助金も射程は個別プロジェクトであり、次世代との協働を地域全体の将
来計画に結びつける施策はない。

・NPO法人おっちラボは、雲南市において９期の課題解決型人材育成プログラムを運営し、約150名の実践家を伴走支援（うち起業・事業化は約30件）。
・NPO法人みんなの集落研究所は、岡山県内において10年間にわたり、地域運営組織の基礎づくりをはじめとした地域課題の解決支援を実施。
・公益財団法人うんなんコミュニティ財団は、クラウドファンディングの実施等により、社会課題、地域課題の解決を支援。

行政等は原則として、個別の地域課題に対する支援は行っておらず、自助による維持管理も限界を迎えている。従って地域運営組織による共助の仕組みに頼らざるを得ないが、現状次世代の担い手不
足が深刻化しており、対応には限界がある。このため、人材育成や地域支援の実績がある当コンソーシアムが地域運営組織と協働することで、従前の行政や個人では対応ができず、現状の地域運営組
織では対応が難しい領域での事業を実施する。



Ⅳ.事業設計
(1)中長期アウトカム

(2)-1 短期アウトカム（資金支援） 指標 100字 初期値/初期状態 100字

事業終了後3年後までは、各地域における実証事業結果を踏まえた運用の改善と体制整備、継続的な人材育成を行い、地域運営組織における課題解決力向上を目指す。事業終了後7年後を目途に各地
域において、空き家・農地・山林の共同管理・活用が確立し、事業が起こされ、雇用が創出される。土砂災害や獣害、家屋荒廃は軽減され、将来世代や関係人口が、それらの資産を活用して地域課
題を主体的に解決し、地域の持続可能性を高める活動（例：有機農業、スマート農業、地域DX等）を展開し、すべての世代が安定的に生活できている。また、地域住民が将来世代のために資産を寄
贈するという選択肢を有し、地域運営組織は遺贈、生前贈与、ふるさと納税等により獲得した資金で安定的な運営ができている。

100字
計画書はない実行団体により、地域内における重点地区が定まり、当該地区の現状把握と

10年後の理想像が地域と共有され、ビジョンが示されている。

目標値/目標状態（目標達成時期）

対象となるアセット及び想定される事業の内容
が整理され、事務局機能が整備され、人材の募
集が行われている

（2025年12月）
・対象資産が各地域1件以上特定さ
れている
・想定事業の方向性が各地域1件以
上整理されている
・地域内外において各地域1件以上
人材募集が行われている

アセットの共同管理、活用の方法が検討され、
その案が文章として整理されている

（2025年6月）
共同管理、活用方法案の文章（文
書：ステークホルダーマップ・権利
関係・手続き・体制を含む）がある

実行団体において、持続可能な地域づくりを目的としたアセットの共同管
理、活用の試案が数件挙がり、文章化している

実行団体において、対象となるアセットが特定され、関係人口を対象とする
事業のプログラムが決まり、アセット利用権の窓口や農業塾、里山整備塾の
講師等をはじめとした各種事務局機能が整備され、具体的な人材募集が実施
されている。

素案があり、雲南市、日本郵政との間で内容を協議

対象資産の特定、想定事業の方向性整理、事務局機能の体制整
備、人材募集のいずれも行われていない

重点地区が選定され、調査が実施され、話し合
いの上、計画書ができている

（2025年3月）
・調査が実施されている
・話し合いが行われている
・計画書が完成している

実行団体と地権者・家主の間で賃貸借契約が締
結されている。

（2026年3月）
実行団体と地権者・家主の間で賃貸
借契約が各地域1件以上締結されて
いる。

実行団体と地域が共同利用の方向性について合意し、実行団体と地権者・家
主の間で賃貸借契約が締結されている。

実行団体と地権者・家主の間で賃貸借契約が締結されていない。



遺贈、生前贈与に関する信託商品の開発と販売ス
キーム、ふるさと納税活用スキームについて、数
件の試案が作成されている。

（2026年6月）
遺贈、生前贈与に関する信託商品の
開発と販売スキーム、ふるさと納税
活用スキームについて、数件の試案
が作成されている。

実行団体がコンソーシアムと連携の上、自治体、金融機関、企業等と協議
し、遺贈、生前贈与に関する信託商品の開発と販売スキーム、ふるさと納税
活用スキームについて、数件の試案が作成されている。

利用権が設定された空き家、山林、農地について、実行団体又は利用者によ
り整備が実施されている

素案があり、雲南市、日本郵政との間で内容を協議中

空き家、山林、農地について、整備は実施されていない

実行団体に応募があり、ヒアリング及び伴走支
援（人材育成を含む。）が行われ、当該利用者
に対して空き家、農地、山林等の利用権が設定さ
れている。

（2026年6月）
・応募が各地域1件以上あり、実行
団体によるヒアリングと伴走支援
（人材育成を含む。）が実施されて
いる
・実行団体による利用権設定が各地
域1件以上実施されている

地域内外から地域において事業等を実施したい人材が現れ、実行団体ととも
に事業に着手している（実行団体による人材育成を含む）。

応募はなく、利用権設定は行われていない

・利用権が設定された空き家、山林、農地につ
いて、利用者により事業が開始され、実行団体
による利用者への伴走支援、人材育成が継続的
に行われている
・遺贈、生前贈与に関する信託商品及びふるさと
納税の募集が行われている
・本助成事業後の計画書が作成されている

（2027年3月）
・利用権が設定された空き家、山
林、農地について、利用者により事
業が開始され、実行団体による利用
者への伴走支援、人材育成が継続的
に行われている
・遺贈、生前贈与に関する信託商品
及びふるさと納税の募集が行われて
いる
・本助成事業後の計画書がある
・地域商社、農事組合法人の設立が
計画されている
・売買による所有権の移転等が計画
されている

・利用権が設定された空き家、山林、農地について、利用者により事業が開
始され、実行団体による利用者への伴走支援、人材育成が継続的に行われて
いる
・実行団体がコンソーシアムと連携の上、自治体、金融機関、企業等と協働
し、遺贈、生前贈与に関する信託商品及びふるさと納税の募集が行われてい
る
・今後に向けた計画が具体的に立案されている（例：地域商社、農事組合法
人の設立、売買による所有権の移転等）

いずれも未実施

利用権が設定された空き家、山林、農地につい
て、実行団体又は利用者により整備が実施されて
いる

（2026年9月）
利用権が設定された空き家、山林、
農地について、実行団体又は利用者
により整備が実施されている



(2)-2 短期アウトカム（非資金的支援） 指標 100字 100字
専門家の紹介、派遣が行われ、アセットの管理活用に関する法的・制度的な
リスクを踏まえたスキームの策定が行われている。

将来的に協力可能な専門家と連携に向け協議中
初期値/初期状態 目標値/目標状態（目標達成時期）

先進事例者などの紹介や派遣が行われている （2026年6月）
紹介や派遣により、地域の実態に即
した持続可能なスキームの策定が2
件以上ある

農村RMO等、地域づくりや地域課題解決に関する先進事例を有するアドバイ
ザ―の紹介、派遣が行われ、地域の実態に即した持続可能なスキームの策定
が行われている。

地域における会議のファシリテートや調査への助言が行われ、地域の実態に
即した未来のビジョン策定が行われている。

実績はない

実績はない

100字
弁護士、司法書士、税理士など紹介や派遣が行
われている

（2026年6月）
紹介や派遣により、法的・制度的な
リスクを踏まえたスキームの策定が
2件以上ある

法人化や政策提言などの仕組みづくりへの支援を
行っている

（2027年3月）
助成事業後も持続可能な継続的な計
画の策定が2件以上ある

企業・NPO等の紹介やコーディネートが行われ
ている

（2027年3月）
コーディネートにより、持続可能な
事業が2件以上動き出している

実践の際にパートナーとなる企業・NPO等のコーディネートが行われ、持続
可能な事業が着手されている。

助成事業後の継続に向けた仕組みづくりへの支援が行われ、法人化や政策提
言等の計画が策定されている。

実績はない

実績はない

会議のファシリテートないしは調査への助言が
行われている

（2026年6月）
ファシリテート・助言により、地域
の実態に即した未来のビジョンの策
定が2件以上ある

実行団体の取り組みを紹介する報告会が開催され
ている

（2027年3月）
報告会が1回以上開催され、ノウハ
ウ共有を希望する地域が1件以上出
ている。

モデルを広げるための報告会が開催されている 開催されていない



200字
27/200字
43/200字
10/200字
49/200字
40/200字

106/200字

2025年4月～2026年3月 54/200字
アセットの整備・活用計画の立案、事務局体制構築、人材（関係人口）の募集、育成、アセットを活用した事業の準備着手 2025年4月～2026年3月 55/200字
遺贈、生前贈与に関する信託商品の開発と販売スキーム、ふるさと納税活用スキームの確立 2025年4月～2026年3月 41/200字
人材が地域に入り、アセットの整備・活用に着手し、事業を試行する 2026年4月～2027年3月 31/200字
地域における人材の育成、関係人口との協働が行われ、地域課題の解決力向上に向けた取組が実践されている。 2026年4月～2027年3月 50/200字
遺贈、生前贈与に関する信託商品の募集開始、ふるさと納税の募集開始 2026年4月～2027年3月 32/200字
今後域内で取り組みを拡大していくための関係者調整 2026年4月～2027年3月 24/200字

0/200字
0/200字

200字
24/200字
21/200字
21/200字
16/200字
25/200字
49/200字
30/200字
16/200字
30/200字
31/200字
30/200字
31/200字
45/200字
0/200字
0/200字

Ⅴ.広報戦略および連携・対話戦略

197/200字

127/200字

実行団体の計画見直し 2023年11月～12月
地域のアセットの状況把握と未来に向けた地域づくり計画の立案（域内の重点地区選定＋調査＋話し合い） 2024年1月～2024年6月
地域のアセットを活用して事業開発をする核となる人材の発掘と事業プランニングの開始 2024年4月～2025年3月

時期
対象となる雲南市内及び岡山県笠岡市などで説明会を開催。 2023年9月～10月
募集及び審査をし、実行団体（地域運営組織及びそれに付随ないしは類する組織）を選定する。 2023年10月～11月

(3)-1 活動：資金支援 ※資金分配団体入力項目

アセットの共同管理、活用の方法・仕組みに関する検討（ステークホルダーの洗い出し、共同管理における権利関係・集約化と活用の手続き・体制等の整理、地元金融機関や自治体等との信託
商品開発、ふるさと納税活用に向けた協議）

2024年4月～2025年3月

地域のアセットの共同管理、活用（仕組みの実装、サブリース契約の締結、データベース化、説明会等による周知等）

時期
事業計画の見直しや組織運営体制に関する助言、支援 2024年1月～2024年3月
専門家（弁護士、司法書士など）の紹介、派遣 2024年1月～2024年3月

(3)-2 活動：組織基盤強化・環境整備：非資金的支援

アドバイザー（つるおかランドバンク、（一社）レガシーギフト協会、巻組、チャレコミなど）の紹介、派遣 2024年4月～2025年3月
地域における会議のファシリテート、調査に関する助言・支援など 2024年4月～2025年3月
専門家、アドバイザーの紹介、派遣 2025年4月～2026年3月

本取り組みを紹介するウェブサイトの立ち上げ 2024年1月～2024年3月
企業などのインターンシップの受入 2024年1月～2024年3月
専門家（弁護士、司法書士、税理士など）の紹介、派遣 2024年4月～2025年3月

継続に向けた仕組みづくりの支援（法人化や事業化、政策提言など） 2026年4月～2027年3月
モデルを広げるための報告会の開催（小規模多機能自治推進ネットワークなどでの発表などを含む） 2026年4月～2027年3月

地域における会議のファシリテート、調査に関する助言・支援など 2025年4月～2026年3月
継続に向けた仕組みづくりの支援（法人化や事業化、政策提言など） 2025年4月～2026年3月
実践の際のパートナーとなりうる企業・NPO等のコーディネート 2026年4月～2027年3月

広報戦略

本事業はとくに小規模多機能自治を実施している地域に地域運営組織の新しい役割を提案するものであるため、当法人のWebサイト等での発信以外に
も、小規模多機能自治推進ネットワーク会議において事業の成果を取り上げていただくのが効果的である。また、ローカルベンチャー協議会（事務
局：NPO法人ETIC.）を通じて発信することで、遊休資産を活用する次世代や関係人口といった出会いの確率を高めることができる。

連携・対話戦略

外部との対話・連携は本事業の核心であるため実行団体の活動に盛り込むことを促していく。具体的には、遊休資産活用の担い手を掘り起こすため
に、地域住民や関係人口とともに活用のアイディア出しをする意見交換会（地域おせっかい会議など）に参加することを提案していく。



Ⅵ.出口戦略・持続可能性について 助成期間終了後も社会課題の解決に向けた活動を継続させる戦略・計画を記入してください。

210/400字

197/400字

Ⅶ.関連する主な実績
(1)助成事業の実績と成果 294/800字

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等 721/800字

資金分配団体

モデル的な取組である本事業のスキームを整理し、横展開可能とすることにより、当該自治体への政策提言を行って域内の横展開を目指す。
また、実行団体への支援についてが当該自治体や都道府県だけでなく地域からの委託費や謝金を得て継続を行う。
あわせて、これを他地域にもノウハウ提供することにより、そのノウハウ移転に関する費用や事例を紹介する講師謝金などを他の自治体、本テーマに
関心をもつ全国企業などから得て、全国各地に広げていく。

実行団体

本事業により共同管理の仕組みが動き、かつ土地建物の活用事業が動いていく中で、維持費は低く運営できる。
また、従来の地域運営組織の財源に加え、土地建物を活用して例えば農福連携事業や地域商社、地域電力といった事業を営むことによる収入を加える
ことで、該当事業の運営は継続できる。このような事業に対して寄附（遺贈等）やふるさと納税を獲得する戦略を提案し、また小口出資（地域ファン
ド）の仕組みも検討する。

＜公益財団法人うんなんコミュニティ財団＞
◯休眠預金等活用事業（2020年度通常枠、2021年度通常枠）にて、雲南地域において計8件の助成を実施（2020年度事業はおっちラボの小俣がPOを担っている）
◯2021年度「たたらの里山クリエイター基金」にて5団体に助成（NPO法人おっちラボが選考会設計・伴走支援）
◯2021年度「島根県東部水害支援基金」にて3団体に助成
◯みんなでカンパ（クラウドファンディング）事業にて6件の寄附募集と支援 等
＜NPO法人おっちラボ＞
◯ 2018年度〜2022年度「雲南スペシャルチャレンジ制度」：雲南市と連携して合計14団体への補助金支給の伴走支援

＜NPO法人おっちラボ＞
◯ 任意団体であった2013年度以来（2014年法人化）以来、雲南市において９期の課題解決型人材育成プログラムを運営し、約150名の実践家を伴走支援（うち起業・事業化は約30件）。
◯ 上記人材育成の過程において、プログラム参加者の活動地域にある地域運営組織（10組織程度）とのコーディネートを実施。たとえば、以下のような事例をサポート。
・新設の訪問看護ステーションの事務所を、地域の空き店舗に置き、空きスペースを地域運営組織の実施するサロン会場とすることで、両者の密な連携を構築。
・住民の生活の動線上に看護師（的人材）を配置して包括的な生活支援を行うコミュニティナース事業を、当法人から地域運営組織に看護師を派遣し実施。
◯ 2020年度より、雲南市による地域運営組織の次世代育成「地域経営カレッジ」のサポートとして、地域の次世代主導の企画をファシリテーション。
＜NPO法人みんなの集落研究所＞
中山間地域の景観と営みを形成する土地建物を次世代に継ぐためのコンソーシアム設立事業（2021年度・ 日本郵便年賀寄付金配分事業）

地域の空き家利活用支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ派遣事業業務委託（2018年度～2022年度・岡山県）
生き活き拠点強化支援事業 拠点形成計画策定業務（2019年度～2020年度・岡山県）
笠岡市市民活動支援センターアドバイザー業務（2022年度・笠岡市）
地域マネジメントコンサルティング業務（2021年度～2022年度・岡山県）

＜公益財団法人うんなんコミュニティ財団＞
◯2021年度遺贈寄付（不動産を含む）に関する勉強会を、地域銀行、司法書士、社会福祉協議会等とともに実施。





資金計画書 1

資金分配団体
2023/09/01 2027/03/31

事業名
団体名

助成金

103,176,400 102,176,400

87,000,000 87,000,000
16,176,400 15,176,400

プログラムオフィサー関連経費 27,137,000 27,137,000
評価関連経費 7,330,000 7,330,000

3,030,000 3,030,000
4,300,000 4,300,000

137,643,400 136,643,400

－
－

資金分配団体
実行団体用

－
－

合計
自己資金・民間資金

1,000,000

バージョン
（契約締結・更新回数）

合計 1,000,000

申請団体
事業期間

資金分配団体
「持続可能な地域運営組織づくり」推進事業
持続可能な地域運営組織づくり推進コンソーシアム

0

事業費

実行団体への助成
管理的経費 1,000,000

～



 

資金計画書資料 ①調達の概要

1. 事業費（助成金、自己資金・民間資金） [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

8,534,600 31,148,600 31,148,600 31,344,600 102,176,400
6,000,000 27,000,000 27,000,000 27,000,000 87,000,000

2,534,600 4,148,600 4,148,600 4,344,600 15,176,400
0 400,000 400,000 200,000 1,000,000
0 0 0 0 0
0 400,000 400,000 200,000 1,000,000

8,534,600 31,548,600 31,548,600 31,544,600 103,176,400
6,000,000 27,000,000 27,000,000 27,000,000 87,000,000
2,534,600 4,548,600 4,548,600 4,544,600 16,176,400

100.0% 98.7% 98.7% 99.4% 99.0%

2. プログラム・オフィサー関連経費（助成金） [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

3,137,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000 27,137,000
2,500,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 17,500,000

637,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 9,637,000

3. 評価関連経費（助成金） [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

1,420,000 1,720,000 1,720,000 2,470,000 7,330,000
420,000 720,000 720,000 1,170,000 3,030,000

1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,300,000 4,300,000

4. 合計 [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

13,091,600 40,868,600 40,868,600 41,814,600 136,643,400
13,091,600 41,268,600 41,268,600 42,014,600 137,643,400

－

プログラム・オフィサー関連経費 (C)

実行団体への助成

実行団体への助成

管理的経費
自己資金・民間資金 (B)

助成金 (A)

評価関連経費 (D)
資金分配団体

助成金計(A+C+D)
総事業費(A+B+C+D)

その他経費

実行団体への助成

管理的経費
合計 (A+B)

管理的経費
補助率 (A/(A+B))

 

実行団体用

プログラム・オフィサー人件費等



 

※指定口座に入金できない自己資金・民間資金がある場合
金融機関からの融資や財団からの助成を受ける等の理由で本事業の指定口座に入金できない自己資金・民間資金がある場合、
上記1から3までの総事業費には含めず、以下に当該資金の金額および使途を記入してください。

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計
0 0 0 0 0

100.0% 98.7% 98.7% 99.4% 99.0%

使途 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

補助率 (A/(A+B+E))
該当の自己資金・民間資金に関する説明を付してくだ
さい。（調達確度に関する情報を含む）

調達先

指定口座外で管理する自己資金・民間資金合計 (E)



 

資金計画書資料 ②自己資金・民間資金

(1)年度別合計 [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 計

自己資金･民間資金 0 400,000 400,000 200,000 1,000,000

(2)内訳
1.事業費「自己資金・民間資金 (B)」の調達予定について、調達方法、調達金額、調達確度、調達時期等を記載してください。

年度 調達方法 調達金額[円] 調達確度
2024年度 寄付 400,000 D:計画段階
2025年度 寄付 400,000 D:計画段階
2026年度 寄付 200,000 D:計画段階

説明（調達時期等）
本プロジェクトの初動について寄付依頼
本プロジェクトの深化について寄付依頼
成果の発信について寄付依頼



事業名：

団体名：

<留意点>

公募システム添付先 提出する書類
提出
形式

通常
枠

チェック 備考

助成申請書 様式01 助成申請書 PDF ● 添付済み ※書式厳守（登録印の押印が必要）

事業計画書 様式02 事業計画書 Excel ● 添付済み ※書式厳守

資金計画書等 様式03 資金計画書等 Excel ● 添付済み ※書式厳守

申請書類チェックリスト Excel ● 添付済み ※書式厳守

事業設計図補足資料 事業設計図補足資料 PDF 任意 該当しない

その他（計画の別添等） 添付済み
※団体パンフレットや広報誌等、参考となる資料があれば提出してください。
※「提出する書類」の欄に提出する書類名を入力してください。
※欄が足りない場合は行を追加してください。

団体情報 様式05 団体情報 Excel ● 添付済み ※書式厳守

役員名簿 様式06 役員名簿 Excel ● 添付済み

※書式厳守
※役員名簿にはパスワードをかけ、パスワードはJANPIA WEBサイトから指定の
フォームでJANPIAに送ってください。（詳細は、JANPIA WEBサイト申請ページ
をご確認ください。）
※ 過去資金分配団体に採択された団体で、最新の書類を提出済みの団体は提出不
要です。

規程類必須項目確認書 Excel ● 添付済み ※書式厳守

定款 定款 PDF ● 添付済み

規程類 規程類 PDF ● 添付済み

※該当する規程類が添付できていることを確認し、チェックしてください。
※過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択され
ている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要
です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いしま
す。

登記事項証明書 登記事項証明書(全部事項証明書) PDF ● 添付済み ※発行日から３ヶ月以内の全部事項証明書の写しをご提出ください。

事業報告書（過去3年分） 事業報告書 PDF ● 添付済み
※設立から３年未満の団体においては、提出可能な期間分について提出くださ
い。

貸借対照表 PDF ● 添付済み

PDF ● 添付済み

キャッシュ・フロー計算書◎ PDF ● 該当しない

附属明細書◎ PDF ● 該当しない

財産目録◎ PDF ● 添付済み

PDF ● 該当しない

PDF ● 添付済み

様式04 申請書類チェックリスト※本紙

団体ごとに
提出する申
請書類
※複数事業申
請の場合、2事
業目は記入不
要

様式07 規程類必須項目確認書

決算報告書類（過去3年分）

※設立から3年未満の団体においては、提出可能な期間分について提出ください。
※随時枠の場合は前年度分のみ提出ください。

◎キャッシュ・フロー計算書、附属明細書、財産目録及び収支決算書について
は、作成している場合は提出してください。監事及び会計監査人による監査報告
書は監査を受けている場合提出してください。
※ソーシャルビジネス形成支援事業とイノベーション企画支援事業については、
「決算報告書類（過去３年分）」を参考書類として提出していただきます。

損益計算書(活動計算書、正味財産
増減計算書、収支計算書等)

収支決算書◎

監事及び会計監査人による監査報
告書◎

申請書類チェックリスト

「持続可能な地域運営組織づくり」推進事業

特定非営利活動法人おっちラボ

・申請書類を提出する前に必ず本チェックリストを使って提出書類が揃っているか確認してください。
 本チェックリストも申請書類と合わせて提出してください。
・本申請チェックリストは事業ごとにご提出ください。なお、２事業目は、「団体ごとに提出する申請書類」の記載は不要です。
「申請事業ごとに提出する書類」のみ記載してください。

※通常枠では、申請団体は、4つの助成事業のうち、同一事業区分の中では1事業まで、異なる事業区分間では合計2事業まで申請できます。
なお、災害支援事業については、防災・減災支援、緊急災害支援、災害復旧・生活再建支援については組み合わせての申請も可能とし、この場合は１事業として申請してください。

申請事業ご
とに提出す
る申請書類



※コンソーシアムで申請の場合には、幹事団体は以下書類もご提出ください。

コンソーシアムの実施体制表 PDF ● 添付済み

PDF ● 添付済み ※書式厳守

団体情報 様式05 団体情報 Excel ● 添付済み

役員名簿 様式06 役員名簿 Excel ● 添付済み

規程類必須項目確認書 Excel ● 添付済み

定款 定款 PDF ● 添付済み

規程類 規程類 PDF ● 添付済み

貸借対照表 PDF ● 添付済み

PDF ● 添付済み

キャッシュ・フロー計算書◎ PDF ● 該当しない

附属明細書◎ PDF ● 該当しない

財産目録◎ PDF ● 該当しない

PDF ● 該当しない

PDF ● 該当しない

申請事業ご
とに提出す
る申請書類

コンソーシアム関連書類
（申請事業ごと） 様式C01 コンソーシアムに関する誓約書

幹事団体以
外の各コン
ソーシアム
構成団体分
の書類

※該当資料の上記【備考】をご確認ください。様式07 規程類必須項目確認書

決算報告書類（過去3年分）
※該当資料の上記【備考】をご確認ください。
※申請時点で非幹事団体として決定している場合、非幹事団体分をご提出くださ
い。

損益計算書(活動計算書、正味財産
増減計算書、収支計算書等)

収支決算書◎
監事及び会計監査人による監査報
告書◎
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コミュニティ参加者 事業プラン検討 連携先(地域内/外) 若手人材発掘

54名 13件 21/23 5

領域Ⅰ-2．起業家・事業家が育ちあうコミュニティづくりの組成運営

企業、起業家、市民等多様な主体が参画し、立場、役割などの垣根を超え関係性を構築するこ

とで、互いに学び合い成長するためのコミュニティ組成を目的とした。50名以上の参加者の間
で、事業プラン検討や地域内外の連携を生むこと、また地域経営カレッジとの連携による地域

の志ある若手人材の発掘を目標とした。

※1 ※2

※1 LINEオープンチャット参加者及び複数回協議を重ねたチャレンジャーの合計
※2 地域経営カレッジに参加した40歳代以下の若者の数

領域Ⅰ-2 ①起業家・事業家のつながり・連携のコーディネート

本セクションでは、以下の取り組みを行った。

A)  地域連携プロジェクトの組成（地域住民の課題に対して、幸雲南塾やスペチャレ関係者と
ともに解決策を検討・提案する協議） 9案件

B) 勉強会 4件
C) 情報交換 4件
D)  支援者間の会議 1件
E) スペチャレ候補案件の発掘
F) 渉外（地域課題解決のための人材・企業との意見交換やネットワーキング）

上記20の取り組みそれぞれについて、最大で20回程度、最小で2回の協議の場をもった。











②地域資源循環スキームの検討

リサーチを踏まえ、放置された家・畑・山を地域社会のコモンズにして住み続けられる地域へ

と変えるスキームの検討を行った。「地域運営組織2.0」というコンセプトで論じている。

③モデル地域候補でのプロジェクト組成

スキーム仮説をもとに、地域から山林等集約化の要望の上がった久野地区において、住民を交

えて、集約化とその活用計画を立てる協議を重ねている。

まず雲南市林業畜産課より里山整備補助金を得ることを目指し、久野地区内の一定範囲の山林

の所有者を登記簿で確認し、同意を得る作業を進めている。その際、地域の山林の状況を可視

化するツールとしてGISを用いた山林マップ（画像参照）を作成し、住民に提供している。

同時に、同地区に住む幸雲南塾卒業生の舩木海氏とともに集約予定地の現地踏査、集約後の活

用法の検討を進めている。

領域Ⅱ-2. 遊休資産のコモンズ化（地域運営組織2.0）

領域Ⅲ 地域資源・課題データ可視化支援

◆ねらい
Ø 里山に関する課題や資源のデータをGISを
活用してWebマップ上に可視化することに
より、地域資源を地域で管理するきっかけ

をつくる。※事業再構築補助金を活用

◆ 2022年度の到達点
Ø ケモナビ実証実験開始し、地域から一定の

有用性評価。鳥獣被害防止につながらない

と関心が薄れるおそれがある。

Ø 雲南市から地形・地籍データの提供を受け

対象地域の協議に活かせる山林マップを作

成。森林組合と協議し立木のデータの取り

込みも目指していく。
▲ケモナビ画面



(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

都道府県 島根県
市区町村 雲南市
番地等 木次町木次29

団体情報入力シート

団体名 特定非営利活動法人おっちラボ

郵便番号 699-1332

団体種別法人格 NPO法人 資金分配団体

設立年月日 2013/04/01
法人格取得年月日 2014/04/01

電話番号 0854−47−7339

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト https://www.occhilabo.org/

その他のWEBサイト
(SNS等)

https://www.facebook.com/occhilabo

代表者(1) 氏名 小俣 健三郎
役職 代表理事

フリガナ オマタ ケンザブロウ

氏名
役職

役員数［人］ 3

代表者(2)
フリガナ

理事・取締役数［人］ 2
評議員［人］
監事/監査役・会計参与数［人］ 1

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］

非常勤職員・従業員数［人］ 4
有給［人］ 4
無給［人］

職員・従業員数［人］ 5
常勤職員・従業員数［人］ 1

有給［人］
無給［人］ 1

事務局体制の備考 非常勤メンバーの多くは業務委託契約による。



(5)会員

(6)資金管理体制

(7)監査

(8)組織評価

(9)その他

(10)助成を行った実績

(11)助成を受けた実績

団体会員数［団体数］ 0
団体正会員［団体数］
団体その他会員［団体数］

決済責任者、経理担当者・通帳管理者が異なること

決済責任者 氏名／勤務形態

個人会員・ボランティア数 15
ボランティア人数(前年度実績)［人］ 5
個人正会員［人］ 10
個人その他会員［人］

-

年間決算の監査を行っているか 内部監査で実施

過去3年以内に組織評価（非営利組織評価センター
等）を受けてますか

受けていない

認証機関/認証制度名/認証年度を記入してください

通帳管理者 氏名／勤務形態
経理担当者 氏名／勤務形態

申請前年度の助成総額［円］ 0

助成した事業の実績内容

ただし(公財)うんなんコミュニティ財団に当法人が設置した里山クリエ
イター基金より、5プロジェクトに助成・伴走した実績あり

今までに助成を受けて行っている事業の実績 あり

業務別に区分経理ができる体制の可否 区分経理できる体制である

今までに助成事業を行った実績の有無 なし
申請前年度の助成件数［件］ 0

助成を受けた事業の実績内容
2019年度に(公財)ふるさと島根定住財団より、市民財団設立準備のため
の活動資金の助成をいただき、2020年4月にうんなんコミュニティ財団
設立ができた。



(12)過去に休眠預金事業で助成を受けた実績

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

番号
対象 申請 左記で実行団体として申請中・申請予定又は採択された場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体名

申請中・申請予定又は採択された
事業名



番号 生年月日確認欄 ｼﾒｲ 氏名 和暦 年 月 日 性別 団体名 役職名 郵便番号 住所 備考

1 check! ｵﾏﾀ ｹﾝｻﾞﾌﾞﾛｳ 小俣 健三郎       特定非営利活動法人おっちラボ 代表理事

2 check! ｼﾗｲｼ ｼｮｳｼﾞ 白石 章二       特定非営利活動法人おっちラボ 理事

3 check! ｲｼﾊﾗ ﾀﾂﾔ 石原 達也       特定非営利活動法人おっちラボ 理事

4 check! ｷﾑﾗ ﾓﾘﾄ 木村 守登       特定非営利活動法人おっちラボ 監事

（入力方法）必ずお読みください。
□役員名簿には、貴団体に所属する役員すべてを記載してください。
□役員名簿の枠が足りない場合は、適宜追加してください。
□備考欄には、他の団体等との兼職関係（兼職先名称、兼職先での役割等）、申請団体における役員としての、今回申請する事業の実施に影響す
ると考えられる情報を記載ください。
□氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）
□氏名漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）
□生年月日（大正は T、昭和は S、平成は Hで半角とし、数字は２桁半角）
□性別（半角で男性は M、女性は F）、会社名及び役職名をセルごとに入力してください。
□入力確認欄にchek!が表示されているときは、和暦と生年月日の組み合わせをもう一度確認してください。
□黄色いセルは文字を入力すると白くなります。記入漏れがないようにすべての項目の入力をお願いします。
（留意事項）
※記載例は、消して使用してください。
※外国人については、氏名欄にはアルファベットを、シメイ欄は当該アルファベットのカナ読みを入力してください。
※提出の際は、本エクセルにてご提出ください（PDF等に変換はしないでください）。
※上記の要件を満たしていない場合は、再提出を求めることがございます。
※役職名は必ず役職を入れてください。
※明治45年は7月30日まで、大正15年は12月25日まで、昭和64年は1月7日までです。

役員名簿



※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 「地域運営組織2.0」推進事業 記入箇所チェック 記入完了

団体名： 特定非営利活動法人おっちラボ（地域運営組織2.0推進コンソーシアム幹事）

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されていない。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出 定款 22条

公募申請時に提出 定款 23条

公募申請時に提出 定款 22条、23条

公募申請時に提出 定款 23条

公募申請時に提出 定款 21条

公募申請時に提出 定款 26条

公募申請時に提出 定款 28条

公募申請時に提出 定款 27条4項

⚫ 理事会の構成 . . .

公募申請時に提出 理事会規程 2条2項

公募申請時に提出 理事会規程 2条3項

. . .

公募申請時に提出 理事会規程 3条1項

公募申請時に提出 定款 32条

公募申請時に提出 定款 31条

公募申請時に提出 定款 32条

公募申請時に提出 定款 30条

公募申請時に提出 定款 34条（26条準用）

公募申請時に提出 定款 34条（28条準用）

公募申請時に提出 定款 34条（27条準用）

⚫ 理事の職務権 . . .

理事の職務権限規程 公募申請時に提出
定款15条
理事の職務権限規程

3〜6条、別表

⚫ 監事の監査に関する規程 . . .

監事監査規程 公募申請時に提出 定款 15条

⚫ 役員及び評議 . . .

公募申請時に提出 役員の報酬等並びに費用に関する規程 3条

公募申請時に提出 役員の報酬等並びに費用に関する規程 4条

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担が規定され
ていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額 役員及び評議員の報
酬等並びに費用に関
する規程（２）報酬の支払い方法

（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事の総数の３
分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 理事会の運営に関する規程 ※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議 （過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行う」という内容
を含んでいること

定款
（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、理事の総数
の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

規程類必須項目確認書

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎後日提出する規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いしま
す。
◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

規程類に含める必須項目

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

記入箇所チェック ※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

（１）開催時期・頻度

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で行う」という
内容を含んでいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に関する除外
規定は必須としないこととします。



⚫ 倫理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 倫理規定 4条

公募申請時に提出 倫理規定 5条

公募申請時に提出 倫理規定 6条

公募申請時に提出 倫理規定 7条

公募申請時に提出 倫理規定 8条

公募申請時に提出 倫理規定 9条

公募申請時に提出 個人情報保護適正管理規程 規程全体

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

公募申請時に提出 倫理規定 7条4項

公募申請時に提出 倫理規定 8条

公募申請時に提出
役員の利益相反禁止のための自己申告等に
関する規程

3条〜5条

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 3条〜6条

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 4条

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 8条

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

公募申請時に提出 内部通報規程 4条

公募申請時に提出 内部通報規程 10条

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

公募申請時に提出 事務局規程 別表

公募申請時に提出 事務局規程 2条

公募申請時に提出 事務局規程 3条

公募申請時に提出 事務局規程 5条

⚫ 職員の給与等 . . .

公募申請時に提出
就業規則（パートタイマー）
賃金細則

67〜70条、81条等

公募申請時に提出 就業規則（パートタイマー） 75条、76条等

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 事務局規程 5、6条

公募申請時に提出 文書管理規程 5条

公募申請時に提出 文書管理規程 7条

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程 公募申請時に提出 情報公開規程	 別表

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 リスク管理規程 6条

公募申請時に提出 リスク管理規程 12条

公募申請時に提出 リスク管理規程 15条

公募申請時に提出 リスク管理規程 11〜24条

⚫ 経理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 経理規程 5条

公募申請時に提出 経理規程 3条

公募申請時に提出 経理規程 18条

公募申請時に提出 経理規程 10条〜13条

公募申請時に提出 経理規程 17条〜25条

公募申請時に提出 経理規程 35条〜39条

公募申請時に提出 経理規程 40条、41条

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

（４）緊急事態対応の手順

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28年
12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ措
置」について具体的に示すこと

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁
止のための自己申告
等に関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者に対し、特別
の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織におい
て内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設置
されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公表
する」という内容を含んでいること

（１）基本的人権の尊重

倫理規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行為
を行わない」という内容を含んでいること

（６）情報開示及び説明責任

（７）個人情報の保護



 特定非営利活動法人おっちラボ定款 

 第１章 総 則 

  (名 称) 
 第１条 この法人は､ 特定非営利活動法人おっちラボと称する｡ 

  (事務所) 
 第２条 この法人は､ 主たる事務所を島根県雲南市に置く｡ 

  (目 的) 
 第３条 この法人は､雲南市を主として自治の進化に挑戦する地域の住民等に対して､人材育成や 

 地  域  振  興  に  関  す  る  事  業  を  行  い  ､  地  域  に  新  た  な  価  値  と  活  力  を  創  造  す  る  ま  ち  づ  く  り  の  推  進  に  寄  与  す 
 ることを目的とする｡ 

  

  (活動の種類) 
 第４条 この法人は､ 前条の目的を達成するため､ 次に掲げる種類の特定非営利活動を行う。 

 ① 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 
 ② 社会教育の推進を図る活動 
 ③ まちづくりの推進を図る活動 
 ④ 観光の振興を図る活動 
 ⑤ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 
 ⑥ 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 
 ⑦ 経済活動の活性化を図る活動 
 ⑧ 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 
 ⑨ 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 

  (活動に係る事業の種類) 
 第５条 この法人は､ 第３条の目的を達成するため､ 次の事業を行う｡ 
 (1) 特定非営利活動に係る事業 
 ① 産業・地域づくり人材育成に関する事業 
 ② キャリア教育に関する事業 
 ③ 地域医療・保健に関する事業 
 ④ 創業支援に関する事業 
 ⑤ 地域資源を活かした商品の開発・販売に関する事業 
 ⑥ 都市農村の交流に関する事業 
 ⑦ 健康保険法その他の法令に基づく訪問看護事業 

 ⑧ その他本法人の目的を達成するために必要な事業 

 第２章 会 員 

 (会員の種別) 
 第  ６  条    こ  の  法  人  の  会  員  は  ､  次  の  ２  種  と  し  ､  正  会  員  を  もっ  て  特  定  非  営  利  活  動  促  進  法  に  お  け  る  社  員 

 とする｡ 
 (1) 正会員 この法人の目的に賛同して入会した個人又は団体 
 (2) 賛助会員 この法人の事業に賛助するために入会した個人又は団体 

 (入会) 
 第７条 正会員の入会については、特に条件を定めない。 
 ２    正  会  員  と  し  て  入  会  し  よ  う  と  す  る  も  の  は  ､  代  表  理  事  が  別  に  定  め  る  入  会  申  込  書  に  よ  り  ､  代  表  理  事 

 に申し込むものとし､ 代表理事は､ 正当な理由がない限り､ 入会を認めなければならない｡ 
 ３    代  表  理  事  は  ､  前  項  の  も  の  の  入  会  を  認  め  な  い  と  き  は  ､  速  や  か  に  ､  理  由  を  付  し  た  書  面  を  もっ  て  本 

 人にその旨を通知しなければならない｡ 



  (入会金及び会費) 
 第８条 会員は､ 理事会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない｡ 

  (会員の資格喪失) 
 第９条 会員が次のいずれかに該当する場合には､ その資格を喪失する｡ 
 (1) 退会したとき｡ 
 (2) 死亡し､ 若しくは失踪宣告を受け､ 又は会員である団体が消滅したとき｡ 
 (3) 継続して２年以上会費を滞納したとき｡ 
 (4) 除名されたとき｡ 

  (退 会) 
 第  10  条    会  員  は  ､  代  表  理  事  が  別  に  定  め  る  退  会  届  を  代  表  理  事  に  提  出  し  て、  任  意  に  退  会  す  る  こ  と  が  で 

 きる。 

  (除 名) 
 第  11  条    会  員  が  次  の  い  ず  れ  か  に  該  当  す  る  場  合  に  は  ､  総  会  に  お  い  て  正  会  員  総  数  の  ３  分  の  ２  以  上  の  議 

 決  に  基  づ  き  ､  除  名  す  る  こ  と  が  で  き  る  ｡  た  だ  し  ､  そ  の  会  員  に  対  し  ､  議  決  の  前  に  ､  弁  明  の  機  会  を  与 
 えなければならない｡ 

 (1) この法人の定款又は規則に違反したとき｡ 
 (2) この法人の名誉を傷つけ､ 又は目的に反する行為をしたとき｡ 

  (会費等の不返還) 
 第12条 既納の入会金､ 会費その他の拠出金品は､ 返還しない｡ 

   第３章 役 員 

  (役員の種別及び定数) 
 第13条 この法人に次の役員を置く｡ 
 (1) 理 事 ３人以上５人以内 
 (2) 監 事 １人以上２人以下 
 ２ 理事のうち､ １人を代表理事､ ２人以内を副代表理事とする｡ 

  (役員の選任等) 
 第14条 理事及び監事は､ 総会において選任する｡ 
 ２ 代表理事､ 副代表理事は､ 理事会において互選する｡ 
 ３ 理事及び監事は､ 相互にこれを兼ねることができない｡ 
 ４    役  員  の  う  ち  に  は  ､  そ  れ  ぞ  れ  の  役  員  に  つ  い  て  ､  そ  の  配  偶  者  若  し  く  は  ３  親  等  以  内  の  親  族  が  １  人  を 

 超  え  て  含  ま  れ  ､  又  は  当  該  役  員  並  び  に  そ  の  配  偶  者  及  び  ３  親  等  以  内  の  親  族  が  役  員  の  総  数  の  ３  分  の  １ 
 を超えて含まれることになってはならない｡ 

  (役員の職務) 
 第15条 代表理事は､ この法人を代表し､ 業務を総理する｡ 
 ２    副  代  表  理  事  は  ､  代  表  権  を  持  た  ず、  代  表  理  事  を  補  佐  し  ､  代  表  理  事  に  事  故  が  あ  る  と  き  ､  又  は  代  表 

 理事が欠けたときは､ 代表理事があらかじめ指名した順序によって､ その職務を代行する｡ 
 ３ 理事は､ 理事会を構成し､ 業務を執行する｡ 
 ４ 監事は､ 次に掲げる業務を行う｡ 
 (1) 理事の業務執行の状況を監査すること｡ 
 (2) この法人の財産の状況を監査すること｡ 
   (3)    前  ２  号  の  規  定  に  よ  る  監  査  の  結  果  ､  こ  の  法  人  の  業  務  又  は  財  産  に  関  し  不  正  の  行  為  又  は  法  令  若 

 し  く  は  定  款  に  違  反  す  る  重  大  な  事  実  が  あ  る  こ  と  を  発  見  し  た  場  合  に  は  ､  こ  れ  を  総  会  又  は  所  轄  庁 
 に報告すること｡ 

 (4) 前号の報告をするために必要がある場合には､ 総会を招集すること｡ 
   (5)    理  事  の  業  務  執  行  の  状  況  又  は  こ  の  法  人  の  財  産  の  状  況  に  つ  い  て  ､  理  事  に  意  見  を  述  べ  ､  若  し  く  は 

 理事会の招集を請求すること｡ 

  (役員の任期) 



 第16条 役員の任期は､ ２年とする｡ ただし､ 再任を妨げない｡ 
 ２ 補欠又は増員により選任された役員の任期は､ 前任者又は現任者の残任期間とする｡ 
 ３    役  員  は  ､  辞  任  の  後  に  お  い  て  も  ､  後  任  者  が  就  任  す  る  ま  で  は  ､  そ  の  職  務  を  行  わ  な  け  れ  ば  な  ら  な  い 

 ｡ 
 ４ 後任役員が選任されていない場合に限り、総会における後任役員の選任までの間、前任役員 

 の任期を伸長する。 

   (役員の解任) 
 第  17  条    役  員  が  次  の  い  ず  れ  か  に  該  当  す  る  場  合  に  は  ､  総  会  に  お  い  て  正  会  員  総  数  の  ３  分  の  ２  以  上  の  議 

 決  に  基  づ  き  解  任  す  る  こ  と  が  で  き  る  ｡  た  だ  し  ､  そ  の  役  員  に  対  し  ､  議  決  の  前  に  弁  明  の  機  会  を  与  え  な 
 ければならない｡ 

 (1) 心身の故障のため職務の執行に堪えないと認められるとき｡ 
 (2) 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があると認められるとき｡ 

  (役員の報酬) 
 第18条 役員は､ その総数の３分の１以下の範囲で報酬を受けることができる。 
 ２ 役員には、その職務を遂行するために要した費用を弁償することができる｡ 
 ３    役  員  の  報  酬  及  び  費  用  弁  償  に  関  し  必  要  な  事  項  は  ､  理  事  会  の  議  決  を  経  て、  代  表  理  事  が  別  に  定  め  る 

 ｡ 

 第４章 総 会 

  (総会の種別) 
 第19条 この法人の総会は､ 通常総会及び臨時総会の２種とする｡ 

  (総会の構成) 
 第20条 総会は､ 正会員をもって構成する｡ 

  (総会の権能) 
 第21条 総会は､ 以下の事項について議決する｡ 
 (1) 定款の変更 
 (2) 解散 
 (3) 合併 
 (4) 事業報告及び決算 
 (5) 役員の選任又は解任 

  (総会の開催) 
 第22条 通常総会は､ 毎年１回開催する｡ 
 ２ 臨時総会は､ 次のいずれかに該当する場合に開催する｡ 
 (1) 理事会が必要と認めたとき｡ 
 (2) 正会員の５分の１以上から会議の目的を記載した書面によって開催の請求があったとき｡ 
 (3) 監事から第１５条第４項第４号の規定により招集があったとき｡ 

 (総会の招集) 
 第23条 総会は､ 前条第２項第３号の場合を除いて、代表理事が招集する｡ 
 ２    代  表  理  事  は  ､  前  条  第  ２  項  第  １  号  及  び  第  ２  号  の  規  定  に  よ  る  請  求  が  あっ  た  と  き  は  ､  そ  の  請  求  が 

 あった日から３０日以内に臨時総会を招集しなければならない｡ 
 ３    総  会  を  招  集  す  る  と  き  は  ､  会  議  の  日  時  ､  場  所  ､  目  的  及  び  審  議  事  項  を  記  載  し  た  書  面  又  は  電  子  メー 

 ルをもって､ 少なくとも５日前までに通知しなければならない｡ 

   (総会の議長) 
 第24条 総会の議長は､ その総会において､ 出席した正会員の中から選出する｡ 

  (総会の定足数) 
 第25条 総会は､ 正会員の過半数の出席がなければ開会することができない｡ 
  



  (総会の議決) 
 第  26  条    総  会  の  議  事  は  ､  こ  の  定  款  で  特  別  に  規  定  す  る  も  の  の  ほ  か  ､  出  席  正  会  員  の  過  半  数  を  もっ  て  決 

 し､ 可否同数のときは､ 議長の決するところによる｡ 
  

  (総会の表決権等) 
 第27条 各会員の表決権は、平等なるものとする。 
 ２ やむを得ない理由のために総会に出席できない正会員は､あらかじめ通知された事項につい 

 て書面もしくは電子メールにより表決し､又は他の正会員を代理人として表決を委任すること 
 ができる｡ 

 ３    前  項  の  場  合  に  お  け  る  前  ２  条、  第  ２  ８  条  及  び  第  ４  ５  条  の  規  定  の  適  用  に  つ  い  て  は  ､  そ  の  正  会  員  は 
 出席したものとみなす｡ 

 ４ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わることがで 
 きない。 

  (総会の議事録) 
 第28条 総会の議事については､ 次に掲げる事項を記載した議事録を作成しなければならない｡ 
 (1) 日時及び場所 
   (2)    正  会  員  の  現  在  員  数  ､  出  席  者  数  及  び  出  席  者  氏  名  (団  体  会  員  に  あっ  て  は  ､  名  称  及  び  出  席  者  氏 

 名  ､  書  面  又  は  電  子  メー  ル  に  よ  る  表  決  者  及  び  表  決  委  任  者  の  場  合  に  あっ  て  は  ､  そ  の  旨  を  付  記  す  る 
 こと｡) 

 (3) 開催目的､ 審議事項及び議決事項 
 (4) 議事の経過の概要及びその結果 
 (5) 議事録署名人の選任に関する事項 
 ２    議  事  録  に  は  ､  議  長  及  び  そ  の  会  議  に  お  い  て  選  任  さ  れ  た  議  事  録  署  名  人  ２  人  以  上  が  ､  署  名  押  印  を  し 

 なければならない｡ 

   第５章 理 事 会 

  (理事会の構成) 
 第29条 理事会は､ 理事をもって構成する｡ 

   (理事会の権能) 
 第30条 理事会は､ この定款で別に定めるもののほか､ 次の事項を議決する｡ 

 (1)  事業計画及び予算並びにその変更 
 (2)  役員の職務と報酬 
 (3)  入会金及び会費の額 
 (4)  特に重要な借入金に関する事項 
 (5)  基本財産の処分に関する事項 
 (6)  事務局の組織及び運営 
 (7)  総会に付議すべき事項 

 (8) 総会の議決した事項の執行に関する事項  
 (9) その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項 
  
 （理事会の開催） 
 第31条 理事会は、次のいずれかに該当する場合に開催する。 
 (1) 代表理事が必要と認めたとき｡ 
 (2) 理事の３分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって開催の請求が 

 あったとき｡ 
 (3) 第１５条第４項第５号の規定により、監事から招集の請求があったとき。 

  (理事会の招集) 
 第32条 理事会は､ 代表理事が招集する｡ 
 ２    代  表  理  事  は  ､  前  条  第  ２  号  及  び  第  ３  号  の  規  定  に  よ  る  請  求  が  あっ  た  と  き  は、  そ  の  請  求  が  あっ  た  日 

 から１４日以内に理事会を招集しなければならない｡ 
 ３    理  事  会  を  招  集  す  る  と  き  は  ､  会  議  の  日  時  ､  場  所  ､  目  的  及  び  審  議  事  項  を  記  載  し  た  書  面  又  は  電  子 

 メールにより､ 少なくとも５日前までに通知しなければならない｡ 



  (理事会の議長) 
 第33条 理事会の議長は､ 代表理事がこれに当たる｡ 

  (理事会の定足数等) 
 第  34  条    理  事  会  に  は  ､  第  ２  ５  条  か  ら  第  ２  ８  条  ま  で  の  規  定  を  準  用  す  る  ｡  こ  の  場  合  に  お  い  て  ､  こ  れ  ら 

 の  条  文  中  ｢  総  会  ｣  及  び  ｢  正  会  員  ｣  と  あ  る  の  は  ､  そ  れ  ぞ  れ  ｢  理  事  会  ｣  及  び  ｢  理  事  ｣  と  読  み  替  え  る 
 ものとする｡ 

 （理事会の開催方法） 
 第35条 理事会の開催方法は、出席者が一堂に会する方法による。 
 ２ 前項の定めにかかわらず、代表理事が適当と認めるときは、理事会の開催は、電話会議、テ 

 レビ会議又はウェブ会議の方法（現に理事会の開催場所に赴くことができない理事が当該理事 
 会決議に参加するため、各理事の音声が即時に他の出席者に伝わり、出席者が一堂に会するの 
 と同等に適時的確な意見表明が互いにできることにより、相互に十分な議論を行うことができ 
 る方法）によることができる。 

 （持ち回り議決） 
 第36条 理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該提案につ 

 き議決に加わることができる理事の過半数が書面又は電子メール等の電磁的方法により同意の 
 意思表示をした場合は、当該提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす。 

 第６章 資産及び会計 

  (資産の構成) 
 第37条 この法人の資産は､ 次に掲げるものをもって構成する｡ 
 (1) 設立当初の財産目録に記載された資産 
 (2) 入会金及び会費 
 (3) 寄附金品 
 (4) 財産から生ずる収益 
 (5) 事業に伴う収益 
 (6) その他の収益 

  (資産の管理) 
 第  38  条    こ  の  法  人  の  資  産  は  ､  代  表  理  事  が  管  理  し  ､  そ  の  方  法  は  ､  理  事  会  の  議  決  を  経  て  代  表  理  事  が  別 

 に定める｡ 

  (経費の支弁) 
 第39条 この法人の経費は､ 資産をもって支弁する｡ 

  (会計の区分) 
 第40条 この法人の会計は､特定非営利活動に係る事業に関する会計の１種とする｡ 

  (事業計画及び予算) 
 第41条 この法人の事業計画及び予算は､ 代表理事が作成し､理事会の議決を経て定める｡ 

   (暫定予算) 
 第  42  条    前  条  の  規  定  に  か  か  わ  ら  ず  ､  や  む  を  得  な  い  理  由  に  よ  り  予  算  が  成  立  し  な  い  と  き  は  ､  代  表  理  事 

 は予算成立の日まで前年度の予算に準じ収益費用とすることができる｡ 
 ２ 前項の収益費用は､ 新たに成立した予算の収益費用とみなす｡ 

  (事業報告及び決算) 
 第  43  条    こ  の  法  人  の  事  業  報  告  書  ､  活  動  計  算  書  ､  貸  借  対  照  表  及  び  財  産  目  録  等  の  決  算  に  関  す  る  書  類  は 

 ､  毎  事  業  年  度  終  了  後  ､  速  や  か  に  ､  代  表  理  事  が  作  成  し  ､  監  事  の  監  査  を  受  け  ､  総  会  の  議  決  を  経  な  け 
 ればならない｡ 

 ２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。 



     (長期借入金) 
 第  44  条    こ  の  法  人  が  資  金  の  借  入  れ  を  し  よ  う  と  す  る  と  き  は  ､  そ  の  事  業  年  度  収  入  を  もっ  て  償  還  す  る  短 

 期借入金を除き､ 理事会において３分の２以上の議決を得なければならない｡ 

  (事業年度) 
 第45条 この法人の事業年度は､ 毎年､４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる｡ 

 第７章 事 務 局 

  (設置等) 
 第46条 この法人の事務を処理するため､ 事務局を設置する｡ 
 ２ 事務局の職員は､ 代表理事が任免する｡ 
 ３ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は､ 理事会の議決を経て代表理事が別に定める｡ 

 第８章 定款の変更､ 解散及び合併 

  (定款の変更) 
 第  47  条    こ  の  定  款  は  ､  総  会  に  お  い  て  正  会  員  総  数  の  ２  分  の  １  以  上  が  出  席  し  ､  そ  の  出  席  者  の  ４  分  の  ３ 

 以  上  の  議  決  を  経  ､  か  つ  軽  微  な  事  項  に  係  る  変  更  以  外  の  も  の  に  つ  い  て  は  ､  所  轄  庁  の  認  証  を  得  な  け  れ 
 ば変更することができない｡ 

  
 (解 散) 

 第  48  条    こ  の  法  人  は  ､  特  定  非  営  利  活  動  促  進  法  第  ３  １  条  第  １  項  第  ３  号  か  ら  第  ７  号  の  規  定  に  よ  る  ほ  か 
 ､ 総会において正会員総数の４分の３以上の議決を経て解散する｡ 

 ２    目  的  と  す  る  特  定  非  営  利  活  動  に  係  る  事  業  の  成  功  の  不  能  に  よ  り  解  散  す  る  場  合  は  ､  所  轄  庁  の  認  定  を 
 受けなければならない｡ 

  (残余財産の帰属) 
 第49条 この法人が解散（合併又は破産による解散を除く。）したときに残存する財産は､特定 

 非営利活動促進法第１１条第３項の規定に従い、総会において正会員総数の４分の３以上の議 
 決を経て選定する｡ 

  (合 併) 
 第  50  条    こ  の  法  人  は  ､  総  会  に  お  い  て  正  会  員  総  数  の  ４  分  の  ３  以  上  の  議  決  を  経  ､  か  つ  所  轄  庁  の  認  証  を 

 得て､ 他の特定非営利活動法人と合併することができる｡ 

 第９章 書類の備置き及び閲覧 

  (書類の備置き) 
 第  51  条    こ  の  法  人  は  ､  毎  事  業  年  度  初  め  の  ３  月  以  内  に  ､  前  事  業  年  度  に  お  け  る  次  の  書  類  を  作  成  し  ､  こ 

 れらを､ その翌々事業年度の末日までの間､ 主たる事務所に備え置かなければならない｡ 
 (1) 前事業年度の事業報告書・財産目録・貸借対照表及び活動計算書 
   (2)    役  員  名  簿  (前  事  業  年  度  に  お  い  て  役  員  で  あっ  た  こ  と  が  あ  る  者  全  員  の  氏  名  及  び  住  所  又  は  居  所 

 並びにこれらの者について前事業年度における報酬の有無を記載した名簿) 
 (3) 社員のうち10人以上の者の氏名及び住所又は居所を記載した書面 

  (閲 覧) 
 第52条 会員及び利害関係人から前条の書類及び定款若しくはその認証若しくは登記に関する書 

 類  の  写  し  の  閲  覧  請  求  が  あっ  た  と  き  は  ､  こ  れ  を  拒  む  正  当  な  理  由  が  な  い  限  り  ､  こ  れ  に  応  じ  な  け  れ  ば 
 ならない｡ 

 第10章 補 則 

  (公 告) 
 第  53  条    こ  の  法  人  の  公  告  は  官  報  に  お  い  て  こ  れ  を  行  う  ｡  た  だ  し、  特  定  非  営  利  活  動  促  進  法  第  ２  ８  条  の 



 ２第１項に規定する貸借対照表の公告については、この法人のホームページに掲載して行う。 

  (委 任) 
 第54条 この定款の施行について必要な事項は､ 総会の議決を経て代表理事が別に定める｡ 

 附 則 

 １ この定款は､ この法人の成立の日から施行する｡ 

 ２    こ  の  法  人  の  設  立  当  初  の  役  員  は  ､  次  の  と  お  り  と  し  ､  そ  の  任  期  は  ､  第  16  条  第  １  項  の  規  定  に  か  か  わ 
 らず､ 平成２８年８月３１日までとする｡ 

 代 表 理 事 矢田 明子 
 副代表理事 中西 正義 
 副代表理事 尾野 寛明 
  監 事 木村 守登 

 ３    こ  の  法  人  の  設  立  当  初  の  事  業  計  画  及  び  予  算  は  ､  第  ３  ９  条  の  規  定  に  か  か  わ  ら  ず  ､  設  立  総  会  の  定  め 
 るところによる｡ 

 ４    こ  の  法  人  の  設  立  当  初  の  事  業  年  度  は  ､  第  ４  ３  条  の  規  定  に  か  か  わ  ら  ず  ､  成  立  の  日  か  ら  平  成  ２  ６  年 
 ６月３０日までとする｡ 

  

 ５    こ  の  法  人  の  設  立  当  初  の  入  会  金  及  び  会  費  は  ､  第  ８  条  の  規  定  に  か  か  わ  ら  ず  ､  次  に  掲  げ  る  額  と  す 
 る。 

 (1) 入会金 正会員－０円、賛助会員（個人）－０円、（団体）０円 
 (2) 年会費 正会員－６,０００円、賛助会員（個人）－５,０００円、（団体）１０,０００円 

 ６ この定款の変更は、所轄庁の認証の日（平成２７年７月３１日）から施行する。 

 ７ この定款の変更は、総会の議決の日（平成２８年９月５日）から施行する。 

 ８ この定款の変更は、総会の議決の日（平成２９年１０月１６日）から施行する。 

 ９ この定款の変更は、所轄庁の認証の日（平成３０年１２月３日）から施行する。 

 10 この定款の変更は、所轄庁の認証の日（令和４年１月１２日）から施行する。 









特定非営利活動法人おっちラボ

理 事 会 規 程

（目的）

第1条 この規程は、特定非営利活動法人おっちラボの理事会の運営に関し必要な事項について規定

し、その適法かつ円滑適切な運営を図ることを目的とする。

（理事会の構成と機能）

第2条 理事会は、理事をもって構成す。

2．各理事について、当該理事及びその配偶者又は3親等内の親族等である理事の合計数が、
理 事会の総数の3分の1を超えてはならない。

3．他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数
が、理事総数の3分の1を超えてはならない。

4．理事会は、定款第30条で定める事項を議決する。

（理事会の開催）

第3条 理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。

（1）理事会は毎事業年度2回以上必要な時に代表理事が招集する。
（2）理事現存数の3分の1以上から会議の目的である事項を記載する書面をもって召集の請求

があったとき

（3）定款第15条第4項第5号の規定により、監事から招集の請求があったとき
2．代表理事が理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面
及 び電磁的記録をもって、少なくとも開催日の5日前までに通知しなければならない。但し、定
款第36条の持ち回り決議の場合はこの限りでない。

（理事会の議事）

第4条 理事会の議長は、代表理事がこれにあたる。

2．理事会において、理事現在の3分の1以上の出席がなければ開会することができない。
3．理事会の議事は、この定款に別段の定めある場合を除くほか、決議について特別の利害関係
を有する理事を除く出席した理事の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。

4．監事は理事会に出席して意見を述べることができるものとする。

（表決等）

第5条 各理事の表決権は、平等なるものとする。

2．やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項につき書
面をもって表決することができる。

3．前項の規定によって表決した理事は、前条の適用については、理事会に出席したものとみな
す。

4．理事会の議事については、事務局において議事録を作成する。理事会の議決は、定款に定め
るもののほか、決議について特別の利害関係を有す理事を除く出席した理事の過半数をもって

決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（助言）

第6条 理事会はこの法人の運営につき必要と認めた場合、助言者・アドバイザーをおくことができる。

（事務局）

第7条 理事会の事務局には、事務局長がこれに当たる。



（改廃）

第8条 この規則の改廃は、理事会の決議による。

付則
1．この規程は令和４年９月◯日から施行する。



特定非営利活動法人おっちラボ

理事の職務権限規程

第１章 総 則
（目 的）

第１条 当規程は、特定非営利活動法人おっちラボ（以下「当法人」という。）の理事の職務権限を

定め、特定非営利活動法人としての業務の適法かつ効率的な執行を図ることを目的とす

る。

（法令等の順守）

第２条 理事は、法令、定款及び当法人が定める規範、規程等を順守し、誠実に職務を遂 行し、協

力して、定款に定める当法人の目的の遂行に寄与しなければならない。

第２章 理事の職務権限

（理 事）

第３条 理事は、理事会を構成し、法令及び定款の定めるところにより、職務を執行する。

（代表理事）

第４条 代表理事の職務権限は、法令、当法人の定款及び別表に掲げるもののほか、次のとおり

とする。

（1）当法人を代表し、その業務を総理する。

 （2）総会及び理事会を招集する。

（副代表理事）

第５条 副代表理事の職務権限は、代表権を持たず、代表理事を補佐し、 代表理事に事故が

あるとき、又は代表理事が欠けたときは、代表理事があらかじめ指名した順序に

よって、その職務を代行する。

（事務局長）

第６条 当法人の事務局長を務める理事を置く場合、その職務権限は、別表に掲げるもののほか、

次のとおりとする。

（1）代表理事を補佐し、当法人の業務を執行する。



（2）代表理事の了承のもと、業務の代行を行う。

第３章 補 則
（細 則）

第７条 当規程に定めるもののほか、当規程の実施に必要な事項は、理事会の決議によ り別に定

めることができる。

（改 廃）

第８条 当規程の改廃は、理事会の決議による。

付則
1．当規程は、令和４年９月◯日から施行する。



（別表）代表理事及び事務局長の職務権限

項目 決裁権者

代表理事 事務局長

役割 ◎当法人を代表し、そ

の業務を総理

◎総会及び理事会を

招集

◎ 代表理事 を 補

佐 し、当法人の

業 務を執行

事業計画及び予算案の作成に関すること ◯

事業報告及び決算案の作成に関すること ◯

人事及び給与制度の立案に関すること ◯

重要な使用人以外の者の任用に関すること ◯

規程案の作成に関すること ◯

県外出張に関すること ◯

支出に関すること（100万円を超えるもの） ◯

支出に関すること（100万円以下のもの） ◯

個別事業の実施や運営に関すること ◯

職員の研修・人材育成に関すること ◯

福利厚生に関すること ◯

外部への文書送付等に関すること

（特に重要な案件）

◯

外部への文書送付等に関すること

（特に重要な案件を除く場合）

◯



特定非営利活動法人おっちラボ

役員の報酬等並びに費用に関する規程

（目的）

第１条 この規程は、特定非営利活動法人おっちラボ（以下「法人」という。）定款第18
条の規定に基づき、役員の報酬及び費用弁償について必要な事項を定める

ことを目的とする。

（定義等）

第２条 この規程で定める役員とは、法人の理事及び監事を指す。

（報酬の決定方法）

第３条 役員の月額報酬は、理事会で決定する。

（支払い方法）

第４条 月額報酬の支給計算の期間は、毎月 1 日より起算し、毎月月末に締め切
り、翌月 20 日に本人が指定する金融機関の本人名義 の口座へ振り込んで
支払う。ただし、支払日が休日の場合は、その前日とする。

２．月額報酬からは、源泉所得税、住民税、社会保険料等を控除するものとする。

（適用除外）

第５条 職員を兼務する理事に支給する職員給与については、この規程を適用しな
い。

（費用）

第６条 役員が負担した費用については、これの請求があった日から遅滞なく 支払う
ものとする。



（改廃）

第７条 本規程の改廃は、理事会の議決を経なければならない。

附則

１．この規程は、令和４年９月◯日から施行する。



特定非営利活動法人おっちラボ

事務局規程

（目的）

第１条 この規程は、特定非営利活動法人おっちラボ（以下「法人」という。）定款第４６条の規定

に基づき、この法人の事務処理の基準その他の事務局の組織及び運営に関し必要な事項

を定め、事務局における事務の適正な運営を図ることを目的とする。

（職制）

第２条 事務局には、次に掲げる役職を置く。

（1）事務局長

（2）総務担当

（3）事業担当

２．事務局長は、前項に規定する職制のほか、必要に応じて職員の職務を設けることができる。

３．各役職の分掌は別紙に定める。

（職務）

第３条 この法人の事務局に携わる職務は次のとおりとする。

（1）事務局長は、代表理事の命を受けて、事務局の事務を統括する。

（2）総務担当及び事業担当は、事務局長の命を受けて、それぞれの業務を行う。

（職員の任免及び職務の指定）

第４条 職員の任免は、代表理事が行う。

２．職員の職務は、代表理事が指定する。

（事務の決裁）

第５条 事務に関する事項は、原則として担当者が文書によって立案し、事務局長の決裁を受け

て施行する。ただし、重要な事務は、代表理事若しくは理事会の決裁を経なければならない。

（代理決裁）

第６条 代表理事事又は事務局長が出張等により不在である場合において、特に緊急に処理し

なければならない決裁文書は、決裁権者があらかじめ指定する者が決裁することができる。

２．前項の規定により代理決裁した者は、事後速やかに決裁権者に報告しなければならない。

（規程外の対応）



第７条 本規程以外の事務局に関する事項で、文書に関する事項は、別に「文書管理規程」に定め

る。

（細則）

第８条 この規程の実施に関し必要な事項は、代表理事が理事会の承認を得て、別に定めるもの

とする。

（改廃）

第１０条 この規程の改廃は、理事会の決議による。

付則

１．この規程は令和４年９月１６日から施行する。

別表 事務局の役職分掌

役職 分掌

総務担当 理事会及び総会の運営

各種事務処理及び手続き（税務申告、所轄庁への事業報告、登記申請など）

資金管理及び経理

人事及び労務

コンプライアンス及びリスク管理関係

事業担当 法人全体の事業及び予算の統合管理・調整

情報開示、法人ＨＰの管理

所轄庁を含む関係機関との連携・交渉

事業に関する消耗品・備品の購入管理



特定非営利活動法人おっちラボ

倫理規程

（目的）

第１条 この規程は、特定非営利活動法人おっちラボ（以下「法人」という。）の事業の実施にあたり、倫理につい

て必要な事項を定め、事業者、利用者等の権利擁護を図り、もって法人に対する社会的信頼の一層の

向上に資することを目的とする。

（組織の使命及び社会的責任）

第２条 法人は、その設立目的に従い、地域に新たな価値と活力を創造するまちづくりの推進に寄与する重

大な責務を負っていることを十分認識して、事業運営に当たらなければならない。

（社会的信用の維持）

第３条 法人は、常に公正かつ誠実に事業運営に当たり、社会的信用の維持･向上に努めなければならない。

（基本的人権の尊重）

第４条 法人は、すべての人の基本的人権を尊重し、差別や個人の尊厳を傷つける行為はしてはならない。

（法令等の遵守）

第５条 法人は、関連法令及びこの法人の定款、倫理規程、その他の規程、内規を厳格に遵守し、社会的規範に

もとることなく、適正に事業を運営しなければならない。

２．この法人は、反社会的勢力との取引は一切行ってはならない。

３．役職員は、不正若しくは不適切な行為又はそのおそれがある行為を認めた場合には、躊躇することなくコ

ンプライアンス規程に則り対応しなければならない。

（私的利益追求の禁止）

第６条 法人の役員及び従業員等は、その職務や地位を自己又は第三者の私的な利益の追求のために利用す

ることがあってはならない。

（利益相反等の防止及び開示）

第７条 役職員は、原則として、次に掲げる行為（以下「利益相反行為等」という。）を行ってはならず、やむを得

ない理由により次に掲げる行為をしようとする場合には、次項の規定に従って、その所属長の承認を受

けなければならない。

（1）自己又は第三者のためにするこの法人の事業の部類に属する取引



（2）自己又は第三者のためにするこの法人との取引

（3）この法人がその職員の債務を保証することその他その職員以外の者との間におけるこの法人とその

職員との利益が相反する取引

（4）この法人が休眠預金等交付金（休眠預金活用法第８条に定める休眠預金等交付金をいう。以下同

じ。）に係る助成金を受け助成事業を実施する場合、助成先となる民間公益活動を行う団体（以下

「実行団体」という）、その事業協力団体又はこれらの団体になり得る団体等（以下「実行団体等」と

いう。）又はその役員若しくはこれに準ずるもの若しくは従業員（以下「実行団体等役職員」という。）

から金銭、物品又は不動産の贈与（せん別、祝儀、香典又は供花その他これらに類するものとして

提供される場合を含む。）を受けること。ただし、実行団体等又は実行団体等役職員から、これらの

者の負担の有無にかかわらず、物品若しくは不動産を購入した若しくは貸与を受けた場合又は役

務の提供を受けた場合において、それらの対価が無償又は著しく低いときは、相当な対価の額の

金銭の贈与を受けたものとみなす。

２．法人は、利益相反を防止することを示すため、役員の職歴及び賞罰について自己申告をさせるとともに、

情報公開規程に基づき公開しなければならない。

３．法人は、総会又は理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する会員又は役

員を除いて行わなければならない。

４．法人は、利益相反防止のため、役職員に対して定期的に「利益相反に該当する事項」について自己申告

させるとともにその内容を確認し、速やかに必要な是正措置を講じなければならない。第1項第4号に定

める場合においては、助成先となる実行団体を選定する審査会議に先立って役職員にこれを自己申告

させる。

（特別の利益を与える行為の禁止）

第８条 役職員は、特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄付その他の特別の

利益を与える行為を行ってはならない。

２．役職員は、この法人が休眠預金等交付金に係る助成金を受け助成事業を実施する場合、原則として、

次に掲げる行為を行ってはならず、やむを得ない理由によりかかる行為を行う場合には、事前に代表理

事に書面で申告するものとする。

（1）実行団体又はその役職員又はこれに準ずるもの対し、物品又は不動産の贈与（せん別、祝儀、香典又

は供花その他これらに類するものとして提供される場合を含む。）をすること。当法人又は役職員の

負担の有無にかかわらず、実行団体又はその役職員又はこれに準ずるものに対し、物品若しくは不

動産を購入若しくは貸与をさせた場合又は役務を提供した場合において、それらの対価が無償又は

著しく低いときは、相当な対価の額の金銭の贈与をしたものとみなす。

（2）実行団体又はその役職員又はこれに準ずるもの対し、金銭の貸付け（業として行われる金銭の貸付け

は、無利子のもの又は利子の利率が著しく低いものに限る。）を行うこと。

（3）実行団体又はその役職員又はこれに準ずるものに対し、未公開株式を譲り渡すこと。

（4）実行団体又はその役職員又はこれに準ずるものに対し、供応接待を行うこと。



（5）実行団体又はその役職員又はこれに準ずるものと共に遊技又はゴルフをすること。

（6）実行団体又はその役職員又はこれに準ずるものと共に旅行（業務のための旅行を除く。）をすること。

（情報開示及び説明責任）

第９条 法人は、その事業活動に関する透明性を確保するため、その活動状況、運営内容、財務資料等を積極

的に開示し、社会の理解と信頼の向上に努めなければならない。

（個人情報の保護）

第１０条 法人は、業務上知り得た個人的な情報の保護に万全を期すとともに、個人の権利の尊重にも十分配

慮しなければならない。

（研鑽）

第１１条この法人の役職員は、地域に新たな価値と活力を創造するまちづくりの推進に関する情報収集及びそ

の分析を行い、絶えず自己研鑽に努めなければならない。

（規程遵守の確保）

第１２条 この法人は、必要あるときは、総会の決議に基づき委員会を設置し、この規程の遵守状況を監督し、そ

の実効性を確保する。

（改廃）

第１３条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。

付則

１．この規程は令和４年９月◯日から施行する。



特定非営利活動法人おっちラボ

コンプライアンス規程

（目的）

第１条 この規程は、特定非営利活動法人おっちラボ（以下「この法人」という。）の倫理規程の理

念に則り、この法人に適用又は適用の可能性のある法令、定款又は内部規程の遵守（以下

「コンプライアンス」という。）上の問題を的確に管理及び処理し、もってその事業活動の公正

かつ適正な運営に資するための組織及びコンプライアンス施策の実施及び運営の原則を定

めることを目的とする。

（基本方針）

第２条 この法人の役員及び職員（以下「役職員」という。）は、法令、定款及び内部規程の内容を

真摯に受け止め、事業活動の業務遂行に際してはコンプライアンスを最優先する。

（組織）

第３条 この法人のコンプライアンスにかかわる組織として以下のものを置く。

（1）コンプライアンス担当理事
（2）コンプライアンス委員会
（3）コンプライアンス統括部門

（コンプライアンス担当理事）

第４条 コンプライアンス担当理事は、代表理事以外の理事とする。コンプライアンス担当理事

は、理事会に対し、定期的にこの法人のコンプライアンスの状況について、報告する。

２．コンプライアンス担当理事は、コンプライアンス全般にかかわる事項を所管し、コンプライアン

スに関する各種施策を立案し、実施する責務を有する。

３．コンプライアンス担当理事の役割及び権限は以下のとおりとする。

（1）コンプライアンス施策の実施の最終責任者

（2）コンプライアンス違反事例の対応の統括責任者
（3）コンプライアンス委員会の委員長

（コンプライアンス委員会）

第５条 コンプライアンス委員会は、コンプライアンス担当理事を委員長とし、他の理事及び外部

有識者を委員として構成する。

２．コンプライアンス委員会は、以下の事項を遂行する。

（1）コンプライアンス施策の検討及び実施
（2）コンプライアンス施策の実施状況のモニタリング
（3）コンプライアンス違反事件について原因の究明に向けた分析及び検討
（4）コンプライアンス違反の関係者の厳格な処分の検討及び再発防止策の策定
（5）第3号の原因の究明に向けた分析及び検討の結果並びに第4号の処分及び再発防止策

の公表

（6）その他コンプライアンス担当理事が指示した事項



（コンプライアンス委員会の開催）

第６条 コンプライアンス委員会は、定例委員会として、委員長の招集により、毎年３月に開催す

る。

２．委員長は、必要があると認めるときは、臨時委員会をいつでも招集することができる。

（コンプライアンス統括部門）

第７条 この法人の事務局をコンプライアンス統括部門とする。

２．コンプライアンス統括部門は、コンプライアンス担当理事の統括の下、コンプライアンス体制

及びその整備にかかわる企画、推進及び統括を所管し、コンプライアンス体制の実効性を挙

げるための方針や施策等を検討し、実施する。

３．コンプライアンス統括部門は、コンプライアンス施策の進捗状況その他のコンプライアンスに

かかわる事項をコンプライアンス担当理事に定期的かつ必要に応じて報告する。

（報告、連絡及び再発防止策）

第８条 役職員は、コンプライアンス違反行為又はそのおそれがある行為を発見した場合は、速や

かにコンプライアンス統括部門に報告する。ただし、内部通報規程に基づく通報等を行った場

合はこの限りでない。

２．役職員は、緊急の事態等の事由により、コンプライアンス統括部門を経由することができな

いときは、第1項にかかわらず、コンプライアンス担当理事に直接、同項の報告をすることが
できる。

３．コンプライアンス担当理事は、前２項の報告で、コンプライアンス違反行為又はそのおそれが

ある事象を知ったときは、直ちに事実関係の調査及び原因の究明を行い、対応方針及び再

発防止策を検討し、理事会の承認を受けて、当該事象への対応をコンプライアンス統括部門

に指示する。

４．コンプライアンス統括部門は、前項により承認された再発防止策を確実に実施し、その内容

を公表する。

（懲戒等）

第９条 職員が第８条第１項から第３項に定める報告を適切に行わなかった場合には、情状によ

りそれらの者を、懲戒処分に処する。

２．懲戒処分の内容は、当該処分の対象者が役員（監事を除く。以下本条において同じ。）の場合

は戒告とし、職員の場合は、就業規則に従い訓告、減給、降格、出勤停止、諭旨退職又は懲戒

解雇とする。ただし、役員の場合、自主的に報酬を減額することを妨げない。

３．前項の懲戒処分は、役員については総会が決議し、職員については理事会の決定を受けて

理事長がこれを行う。

（改廃）

第１０条 この規程の改廃は、理事会の決議による。

付則



１．この規程は令和４年９月◯日から施行する。



特定非営利活動法人おっちラボ

役員の利益相反防止のための自己申告等に関する規程

（目的）

第１条 この規程は、特定非営利活動法人おっちラボ（以下「法人」という。）の倫理規定第7条3項に規定する役

員の「利益相反に該当する事項」についての自己申告に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（対象者）

第２条 この規定は、この法人の役員に対して適用する。

（自己申告）

第３条 役員は、名目又は形態の如何を問わず、その就任後、新たにこの法人以外の団体等の役職を兼ね、又

はその業務に従事すること（以下「兼職等」という。）となる場合には、事前に事務局長に申告するものと

する。

２．前項に規定する場合のほか、この法人と役員との利益が相反する可能性がある場合（この法人と業務上

の関係にある他の団体等に役員が関係する（兼職等を除く。）ことによってかかる可能性が生ずる場合

を含むが、これに限られない。）に関しても前項と同様とする。

３．理事である事務局長が前各項及び次条の規定に基づく申告を行う場合には、これを代表理事に対して行

うものとする。

（定期申告）

第４条 役員は、毎年６月に当該役員の兼職等の状況その他前条の規定に基づく申告事項の有無及び内容に

ついて事務局長に申告するものとする。

（申告後の対応）

第５条 前３条の規定に基づく申告を受けた事務局長又は代表理事は、総務担当と連携して申告内容の確認を

した上、申告を行った者が理事である場合には他の理事と、監事である場合には他の監事（他の監事

がいない場合には理事）とそれぞれ協議の上、必要に応じ、速やかに、当該申告を行った者に対して、

この法人との利益相反状況の防止又は適正化のために必要な措置（以下「適正化等措置」という。）を

求めるものとする。

２．前項にかかわらず、第３条３項に規定する場合、申告を受けた代表理事は、総務担当と連携して申告内

容を確認した上、必要に応じ、速やかに、当該申告を行った事務局長に対して適正化等措置を求めるも

のとする。

（申告内容及び申告書面の管理）



第６条 第３条又は第４条の規定に基づいて申告された内容及び提出された情報は、総務担当にて管理するも

のとする。

（改廃）

第７条 この規定の改廃は、理事会の決議を経て行う。

付則

１．この規程は令和４年９月◯日から施行する。



特定非営利活動法人おっちラボ

内部通報（ヘルプライン）規程

（目的）

第１条 この規程は、特定非営利活動法人おっちラボ（以下「法人」という。）における、不正行為

による不祥事の防止及び早期発見、自浄作用の向上、風評リスクの管理、及びこの法人に

対する社会的信頼の確保のため、内部通報制度（「ヘルプライン」と称する。）を設けるととも

に、その運営の方法等、必要な事項を定めることを目的とする。

（対象者）

第２条 この規程は、この法人の役員及び職員等を含むすべての従業員（以下「役職員｣という。）

に対して適用する。

（通報等）

第３条 この法人又は役職員の不正行為として別表に掲げる事項（以下、「申告事項」という。）が

生じ、又は生じるおそれがある場合、役職員（この法人が行う事業に直接的又は間接的に関

係する者を含む。）は、この規程の定めるところにより、通報、申告又は相談（以下「通報等」

という。）をすることができる。

２．通報等を行った者（以下「通報者」という。）、通報者に協力した役職員及び当該通報等に基

づく調査に積極的に関与した役職員（以下、「通報者等」という。）は、この規程による保護の

対象となる。

３．申告事項が生じ、又は生じるおそれがあることを知った役職員は、この規程に基づき、通報

等を積極的に行うよう努めるものとする。

（通報等の方法）

第４条 法役職員は、次に定めるヘルプラインの窓口（以下「ヘルプライン窓口」という。）に対し

て、電話、電子メール又は直接面談する方法等により通報等を行うことができる。各ヘルプラ

イン窓口の電話番号、電子メールのアドレス等は、別途役職員に通知する。

（1）コンプライアンス規程に定めるコンプライアンス担当理事

（2）監事

（3）JANPIA資金分配団体等役職員専用ヘルプライン（原則として、休眠預金等活用法に基づ

く助成事業に関するものに限る）

２．契約又は就業規則その他の規程に定める守秘義務に関する規定は、この規程の定めに



従って行われる通報等を妨げるものではない。

（ヘルプライン窓口での対応）

第５条 ヘルプライン窓口は、申告事項について受け付け、第7条の規定に従い、その対応を行う

ものとする。

２．通報等を受けたヘルプライン窓口の担当者は、通報者に対して、通報等を受けた日から２０

日以内に、通報等を受けた事項につき調査を行う旨の通知又は調査を行わないことに正当

な理由がある場合には当該理由を明らかにしたうえ、調査を行わない旨の通知を行うものと

する。ただし、通報者が当該通知を希望していない場合、匿名による通報等であるため通報

者への通知が困難である場合その他やむを得ない理由がある場合はこの限りでない。

（公正公平な調査）

第６条 通報等を受けた各ヘルプライン窓口の担当者は、通報等の内容（通報者の氏名その他そ

れにより通報者を特定することが可能となる情報（以下「通報者特定情報」という。）を除く。）

を、直ちに他の窓口担当者と共有する。

２．通報等に係る事実関係の有無及びその内容に関する調査（以下「通報等調査」という。）は、

各ヘルプライン窓口担当者と連携しながら事務局において実施することを原則とする。ただ

し、事務局が関係する内容の通報等が対象である場合その他事務局において通報等調査を

実施することが適切でない場合には、コンプライアンス担当理事又は監事が自ら調査をす

る、又は法律事務所等、外部の調査機関に通報等調査を依頼することができる。

３．通報等調査は、公正かつ公平に行うものとする。

４．役職員は、特段の事情がある場合を除き、通報等調査に対して積極的に協力するものとす

る。

５．通報等を受けた各ヘルプライン窓口の担当者は、通報者との間で、通報者特定情報につき、

通報等調査の担当者を含むこの法人の役職員に開示することができる内容及びその範囲に

ついて合意し、調査の必要性及び状況の変化等に応じ、通報者との間で協議を行い、かか

る合意の内容を見直すものとする。役職員は、第1項及び第2項にかかわらず、かかる通報

者との合意に反する開示を行うことはできないものとする。ただし、匿名による通報等である

ため通報者との協議が困難である場合その他やむを得ない理由がある場合はこの限りでな

い。

（調査結果の通知等）

第７条 通報等調査を担当した事務局は、通報等調査について結果に至った場合には、速やかにそ

の結果について、通報等を受け付けたヘルプライン窓口、コンプライアンス担当理事及び理事



長に対して通知するものとする。ただし、通報等の対象となった者の個人情報の取扱いについ

ては、プライバシーの侵害とならないよう、十分注意するものとする。

２．ヘルプライン窓口は、通報等に基づく調査の後、遅滞なく、通報者に対してその内容を通知す

る。ただし、通報者に対して通知を行うことが困難な場合はこの限りではない。また、通報等の

対象となった者の個人情報の取扱いについては、プライバシーの侵害とならないよう、十分注

意するものとする。

（調査結果に基づく対応）

第８条 コンプライアンス担当理事又は通報等の対象となった業務の執行を担当する理事は、通

報等に基づく調査の結果、不正行為が存在するとの報告を受けた場合、直ちにコンプライア

ンス委員会に報告するとともに、事実関係の調査を行い、又は当該不正行為を中止するよう

命令し、必要に応じて懲戒処分、刑事告発又は再発防止措置等の対応を行う等、速やかに

必要な措置を講じる。

２．通報者等が当該調査対象である申告事項に関与していた場合、懲戒処分その他の取扱い

において、通報等、通報者への協力及び通報等に基づく調査への積極的な関与をしたことを

斟酌することができる。

３．コンプライアンス担当理事は、通報等調査の結果及びそれに対する対応の概要（ただし、通報

者等の氏名を除く。）を、速やかに理事会において報告するとともに、遅滞なくこれを公表する

ものとする。

（情報の記録と管理）

第９条 通報等を受けた各ヘルプライン窓口及び調査担当部署は、通報者等の氏名（匿名の場合

を除く。）、通報等の経緯、その内容及び証拠等を、事務局において記録し、保管するものと

する。ただし、通報者に関する情報が、第６条第５項の規定に基づき許容される範囲を超え

て開示されることがないよう留意するものとする。

２．通報等を受けた各ヘルプライン窓口、調査担当部署又はコンプライアンス委員会に関与する

者その他通報等に係る情報を取得した者は、その情報に関して秘密を保持しなければなら

ず、第６条 ２項の規定により、外部の調査機関に当該情報を開示する場合には、当該開示

を受けた者が第三者に当該情報を開示し、又は漏洩することを防止する措置を講じるものと

する。

３．役職員は、各ヘルプライン窓口又は調査担当部署に対して、通報者特定情報の開示を求め

てはならない。

（不利益処分等の禁止）



第１０条 この法人の役職員は、通報者等が通報等を行ったこと、通報者に協力したこと又は通

報等に基づく調査に積極的に関与したことを理由として、通報者等に対する懲罰、差別的処

遇等の報復行為、人事考課におけるマイナス評価等、通報者等に対して不利益な処分又は

措置を行ってはならない。

（懲戒等）

第１１条 個人に関する根拠のない誹謗中傷を内容とする通報等を行った場合、第９条第２項に規

定する者が通報者等の氏名その他通報等に係る情報を開示し、若しくは漏洩した場合、役職

員が通報者等の氏名等通報者等に関する情報の開示を求めた場合又は前条 の規定に違反

した場合には、情状によりそれらの者を、懲戒処分に処す。

２．懲戒処分の内容は、当該処分の対象者が役員（監事を除く。以下本条 において同じ。）の

場合は戒告とし、職員の場合は、就業規則に従い訓告、減給、降格、出勤停止、諭旨解雇、

懲戒解雇とする。ただし、役員の場合、自主的に報酬を減額することを妨げない。

３．前項の懲戒処分は、役員については総会が決議し、職員については理事会の決定を受けて

代表理事がこれを行う。

（内部通報制度に関する教育）

第１２条 この法人は、役職員に対して、公益通報者保護制度を含む内部通報制度に関する研修

を定期的に行い、職員はかかる研修を積極的に受講するものとする。

（改廃）

第１３条 この規程の改廃は、理事会の決議による。

付則

１．この規程は令和４年９月１６日から施行する。



特定非営利活動法人おっちラボ

文書管理規程

（目的）

第１条 この規程は、特定非営利活動法人おっちラボ（以下、当法人）の文書管理に関する基準を定め、文書保

存と廃棄処分を適切に行い、事務の合理的運営に資することを目的とする。

（適用文書の範囲）

第２条 この規程の適用を受ける文書および帳票は、諸規程、禀議書、議事録、往復文書、通知書、報告書、契

約書、証拠書類、参考書類、帳簿、伝票、磁気データ、コンピューターの記憶媒体、フィルム、ビデオテー

プ、録音テープ、その他会社業務に必要な一切の記録で、一定期間の保存を要するものをいう。

（私有禁止）

第３条 文書は全て当法人組織内で管理するものとし、私有してはならない。

（文書の主管）

第４条 文書の主管部署は、事務局長とする。

（文書の保存および処分の原則）

第５条 事務所では、事務所責任者の指名により文書取扱担当者を定め、その者は事務所の文書につき整理、

保管、保存及び廃棄の事務をこの規程の定めるところにより行う。但し、現に使用中の文書の整理、保管は

各担当者が行なう。

（文書の保存期間の区分と期間の計算）

第６条 文書の保存期間は法令その他特別に定めのあるときのほか、帳簿はその閉鎖の時、その他の文書は

編綴の時から起算する。

（保存期間）

第７条 文書の保存期間は、原則として別紙による。

（保存の方法）

第８条 一定の事務処理を終えた文書は速やかに編綴するものとし、会計年度ごとに事務所において編綴し、

文書名、保存期間、保存の開始日および終了日、その他文書保存の必要な事項を明記して保存しなけれ

ばならない。

（保存場所の基準）



第９条 保存文書を保存するときは、担当者不在時でも容易に引出しできるように整理しておかなければならな

い。

（保存期間の変更）

第１０条 文書の保存期間は、必要に応じ関係部署と協議のうえ、保存期間の短縮または延長をすることができ

る。

（保存文書の移管）

第１１条 組織、分掌の変更等により保存文書の移管の必要が生じたときは、関係部署と協議のうえ、文書の引

継ぎを行い、その保管場所を明らかにするために引継書を作成する。

（廃棄処分）

第１２条 文書保存期間を経過した文書は、関係部署と協議のうえ、原則として焼却処分とする。

２．保存期間中であっても、事務所責任者が保存する必要がないと判断した場合は、前項の処分方法により廃

棄することができる。

３．期限到来後も保存が必要な文書については、事務所責任者が保存に必要な期間を定めて保存を継続する

ものとする。

（改廃）

第１３条 この規程の改廃は、理事会の決議による。

付則

１．この規程は令和4年9月16日から施行する。



別紙：文書保存期間一覧表

I. 永久保存

1. 定款及び諸規程

  定款その他の諸規程及び内規、通達類

2. 官公書より受けた免許、許可、認可に関する証書のうち重要なもの

3. 重要な契約書及び証書

契約書、賃借契約書、保険証書

4. 土地、建物に関する書類

売買契約書、賃貸借契約書、不動産評価書

5. 訴訟に関する書類

6. 登記、登録に関する書類、登記権利証等

7. 総会議事録、理事会議事録及び監査録

8. 決算、会計報告に関する重要な書類

損益計算書、貸借対照表、税務申告書および関連書類、伝票（仕訳表）、総勘定元帳（勘定票）、補助簿、

証憑書類

9. 重要な統計及び調査資料

10. 資産に関する書類

11. 重要な人事関係書類

12. 人事稟議、人事歴（カード類）、源泉徴収簿、賃金台帳

II. １０年間保存

1. 会計帳簿及びその他関係書類

請求書、領収証（控）、その他これに準ずる書類

2. 重要な人事関係書類

給料明細書、職制別人員表、賞与・昇給算出表、扶養控除申告書、所得税関係書類、健康診断簿、退

職者人事書類3. 稟議書及び添付書類、それに付随する書類

III. ５年間保存

1. 各種の予算に関する書類

2. 総会委任状及び理事会に関する書類（名義書換代理人が管理するものを除く）委任状、その他理事、会員か

ら報告される重要な文書

3. 社会保険に関する帳簿その他関係書類

被保険者台帳、資格得喪届、月額変更届、被扶養者異動届



4. 社員の勤怠に関する書類
出勤簿（タイムカード）、出張申請書

IV. ３年間保存

1. 社員の身上異動等の諸届

V. １年間保存

1. その他法人宛に提出された書類、法人名にて発信する書類（控）



特定非営利活動法人おっちラボ

情報公開規程

（目的）

第１条 この規程は、特定非営利活動法人おっちラボ（以下「法人」という。）が、その活動状況、運営内容、財務資

料等を積極的に公開するために必要な事項を定めることにより、この法人の公正で開かれた活動を推進する

ことを目的とする。

（法人の責務）

第２条 この規程の解釈及び運用に当たっては、一般に情報公開することの趣旨を尊重するとともに、個人に関す

る情報がみだりに公開されることのないよう最大限の配慮をしなければならない。

（利用者の責務）

第３条 別表に規定する情報公開の対象書類の閲覧又は謄写（以下「閲覧等」という。）をした者は、これによって

得た情報を、この規程の目的に即して適正に使用するとともに、個人に関する権利を侵害することのないよう

努めなければならない。

（情報公開の方法）

第４条 この法人は、法令の規定に基づき情報の開示を行うほか、この規程および個人情報等管理規程の定める

ところに従い、主たる事務所への備置き又はインターネットを利用する方法により、情報の公開を行うものと

する。

（公告）

第５条 この法人は、法令及び定款の規定に従い、貸借対照表について、公告を行うものとする。

２．前項の公告については、定款第53条但書の方法によるものとする。

（公表）

第６条 この法人は、法令の規定に従い、役員に対する報酬等の支給の基準について、公表する。これを変更し

たときも、同様とする。

２．前項の公表については、役員の報酬並びに費用に関する規程を次条に定める事務所備置きの方法によるも

のとする。

（書類の備置き等）

第７条 この法人は、別表に掲げる書類を主たる事務所に常時備え置くものとする。



２．この法人は、前項の規定により主たる事務所に備え置いた書類を閲覧等に供するものとする。ただし、正当

な理由を有しない者に対してはこの限りでない。

（閲覧等の場所及び日時）

第８条 前条の規定に基づき閲覧等の対象となる書類の閲覧等の場所は、総務部長の指定する場所とする。

２．前条の規定に基づき書類の閲覧等が可能な日は、この法人の休日以外の日とし、書類の閲覧等が可能な時

間は、この法人の業務時間のうち、午前10時から午後4時までとする。ただし、この法人は、正当な理由があ

るときは、閲覧等の日時を指定することができる。

（閲覧等に関する事務）

第９条 第7条第2項に基づき別表に掲げる書類の閲覧等の申請があったときは、次に定めるところにより取扱うも

のとする。

（1）様式1に定める閲覧等申請書に必要事項の記入を求め、その提出を受ける。

（2）閲覧等申請書が提出されたときは、様式2に定める閲覧受付簿に必要事項を記載し、申請された書類を

閲覧に供する。

（3）閲覧等の請求については、請求した者から実費を徴収する。

（インターネットによる情報公開）

第１０条 この法人は、第7条第2項の規定による閲覧等のほか、広く一般の人々に対しインターネットによる情報

公開を行うものとする。

２．前項の規定による情報公開の内容、方法等の詳細は代表理事が定める。

（その他）

第１１条 この規程に定めるもののほか、情報公開に関し必要な事項は、理事会の決議により定める。

（管理）

第１２条 この法人の情報公開に関する事務の所管部署は、総務部とする。

（改廃）

第１３条 この規程の改廃は、理事会の決議による。

付則

１．この規程は令和４年９月１６日から施行する。
別表



対象書類等の名称 保存期間

1.  定款および諸規程 永久

2.  事業計画書、各種の予算に関する書類 5年間

3.  各事業年度の事業報告、決算、会計報告に関する重要な書類 永久

4. 監査報告、会計監査報告、理事及び監事並びに正会員の名簿、理事及び監事

の職歴及び賞罰を記載した書類、役員の報酬等及び費用に関する規程並びに

運営組織及び事業活動の状況の概要並びにこれらに関する数値のうち重要な

ものを記した書類

5年間

5.  総会議事録、理事会議事録及び監査報告書 永久

6.  会計帳簿及びその他関係書類 10年間



様式1

閲覧等申請書

特定非営利活動法人おっちラボ

  代表理事 小俣健三郎 殿

申請日 年 月 日

申請者

申請者住所

電話番号

以下のとおり、閲覧・謄写を申請いたします。（該当するものを〇で囲んでください）

なお、私（申請者）は、下記の目的に従って閲覧等をした書類から得た情報を、当該目的に即して適正に使用

するとともに、当該情報によってみだりに第三者の権利を侵害しないことを誓約いたします。

閲覧等の目的



閲覧等を求める書類。（該当するものを〇で囲んでください。）

1.  定款および諸規程

2.  事業計画書、各種の予算に関する書類

3.  各事業年度の事業報告、決算、会計報告に関する重要な書類

4. 監査報告、会計監査報告、理事及び監事並びに評議員の名簿、理事及び監事の職歴及び賞罰を記載し

た書類、役員及び評議員の報酬等並びに費用に関する規程並びに運営組織及び事業活動の状況の概

要並びにこれらに関する数値のうち重要なものを記した書類

5.  総会議事録、理事会議事録及び監査録

6.  会計帳簿及びその他関係書類

7.  その他（ ）



様式2

閲覧等受付簿

受付番号 受付年月日 申込人の住所・氏名 担当者名 備考





特定非営利活動法人おっちラボ

リスク管理規程

第1章 総則

（目的）

第１条 この規程は、特定非営利活動法人おっちラボ（以下「法人」という。）におけるリスク管理に関して必要な

事項を定め、もってリスクの防止及びこの法人の損失の最小化を図ることを目的とする。

（適用範囲）

第２条 この規程は、この法人の役員及び職員（以下「役職員」という。）に適用されるものとする。

（定義）

第３条 この規程において「リスク」とは、この法人に物理的、経済的若しくは信用上の損失又は不利益を生じさせ

るすべての可能性をいい、「具体的リスク」とは、不祥事の発生、この法人に関する誤った情報の流布、財政

の悪化、法人内部の係争、外部からの侵害、自然災害の発生その他の要因又は原因の如何を問わず、上

記の損失又は不利益の発生の具体的可能性を伴うすべての事象をいう。

第2章 役職員の責務

（基本的責務）

第４条 役職員は、業務の遂行に当たって、法令、定款、規程等、この法人の定めるリスク管理に関するルール

を遵守しなければならない。

（具体的リスクの回避等の措置）

第５条 役職員は、その職務を遂行するに際し、具体的リスクの発生を積極的に予見し、その内容及び程度を適

切に評価するとともに、この法人にとって最小のコストで最良の結果が得られるよう、その回避、軽減及び移

転その他必要な措置（以下「回避等措置」という。）を事前に講じなければならない。

２．役職員は、上位者を含む他の役職員に対し、業務に関する指示を仰ぐ場合又は意見を求める場合には、

当該業務において予見される具体的リスクを自発的に明らかにするとともに、当該具体的リスクに係る回避

等措置について具申しなければならない。

（具体的リスク発生時の対応）

第６条 役職員は、具体的リスクの発生を認知した場合には、これに伴い生じるこの法人の物理的、経済的又は

信用上の損失又は不利益を最小化するため、必要と認められる範囲内で、十分な注意をもって初期対応を

行う。この場合において役職員は、当該具体的リスクに起因する別の具体的リスクの有無も検討した上、必

要に応じ、その回避等措置も併せて講ずる。



２．職員は、具体的リスクの発生を認知した後、速やかに適切な上位者に必要な報告をするとともに、その後の

処理については関係部署と協議を行い、上位者の指示に従う。

３．役員は、具体的リスクの発生を認知した後、速やかに関係部署に必要な連絡及び指示をするとともに、そ

の後の処理について関係部署と協議を行い、適切にこれを処理する。

４．前各項の規定にかかわらず、役職員は、具体的リスクの認識の端緒がヘルプラインである場合には、当該

具体的リスクに対する対応については、内部通報（ヘルプライン）規程に基づく対応を優先する。

（具体的リスクの処理後の報告）

第７条 役職員は、具体的リスクの処理が完了した場合には、処理の経過及び結果について記録を作成し、代

表理事に報告しなければならない。

（クレームなどへの対応）

第８条 職員は、口頭又は文書により資金分配団体、民間公益活動を行う団体その他の利害関係者からクレー

ム、異議等を受けた場合には、それらが重大な具体的リスクにつながるおそれがあることに鑑み、直ちに上

位者に報告し、指示を受ける。

２．前項の報告を受けた上位者は、クレーム、異議等の重要度を判断し、関係部署と協議の上、適切に対応し

なければならない。

（対外文書の作成）

第９条 役職員は、この法人の外部に発信する文書（以下「対外文書」という。）の作成に当たっては常にリスク

管理を意識し、その内容が具体的リスクの発生を招くものでないことを確認しなければならない。

２．職員は、対外文書の作成に当たり、上位者の指示に従わなければならない。

（守秘義務）

第１０条 役職員は、この規程に基づくリスク管理に関する計画、システム、措置等を立案又は実施する過程にお

いて取得したこの法人及びこの法人の関係者に関する情報に関して、秘密を保持しなければならず、第1条

の目的に照らし、正当な理由がある場合を除き、この法人の内外を問わず開示し、又は漏えいしてはならな

い。

第3章 緊急事態への対応

（緊急事態への対応）

第１１条 この法人は、次条の規定に定める緊急事態が発生した場合、代表理事をリスク管理統括責任者とし

て、緊急事態に対応する体制をとるものとする。

（緊急事態の範囲）

第１２条 の規程において緊急事態とは、次の各号に掲げる事象によって、この法人、この法人の事業所、又は
役職員に急迫の事態が生じ、又は生じるおそれがあり、この法人を挙げた対応が必要である場合をいう。



（1）自然災害

地震、風水害等の災害

（2）事故

①爆発、火災、建物倒壊等の重大な事故

②この法人の活動に起因する重大な事故

③役職員に係る重大な人身事故

（3）インフルエンザ等の感染症

（4）犯罪

①建物の爆破、放火、誘拐、恐喝その他の外部からの不法な攻撃

②この法人の法令違反等の摘発等を目的とした官公庁による立入調査

③内部者による背任、横領等の不祥事

（5）機密情報の漏えいや情報システムへの不正なアクセス

（6）その他上記に準ずる法人運営上の緊急事態

（緊急事態の通報）

第１３条 緊急事態の発生を認知した役職員は、速やかに、次項に定めるところにより通報を行わなければなら

ない。

２．緊急事態が発生した場合の通報（以下「緊急事態通報」という。）は、原則として以下の経路によって行うもの

とする。

３．緊急事態通報に当たっては、迅速性を最優先し、口頭又は電話で行う。また、前項の経路における直接の

通報先が不在の場合は、当該通報先の次の通報先へ通報するものとする。また、緊急性が極めて高い場

合には、前項の経路における直接の通報先のみならず、その先の通報先まで同時に通報する等、臨機の



措置をとることを要する。

４．第2項に定める経路による通報のほか、必要があるときは、総務部は関係部署にも速やかに通報するものと
する。

５．通報に係る情報の正確性に確証がない場合であっても、その旨を伝えた上で、適時に通報するものとし、そ

の確証を得ることを待たないものとする。

（情報管理）

第１４条 緊急事態通報を受けた事務局長は、情報管理上必要な措置等につき適切な指示を行う。

（緊急事態の発生時における対応の基本方針）

第１５条 緊急事態の発生時においては、当該緊急事態の対応を行う部署は、次の各号に掲げる基本方針に従

い、対応するものとする。ただし、次条の規定により緊急事態対策室（以下「対策室」という。）が設置される

場合、当該部署は、対策室の指示に従い、対策室と協力して対応するものとする。

 （1）自身、風水害等の自然災害

①生命及び身体の安全を最優先とする。

②（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。

③災害対策の強化を図る。

（2）事故

①爆発、火災、建物倒壊等の重大な事故

・生命及び身体の安全を最優先とし、環境破壊の防止にも努める。

・（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。

・事故の再発防止を図る。

②この法人の活動に起因する重大な事故

・生命及び身体の安全を最優先とする。

・（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。

・事故の再発防止を図る。

③役職員に係る重大な人身事故

・生命及び身体の安全を最優先とする。

・（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。

・事故の再発防止を図る。

（3）インフルエンザ等の感染症

・生命及び身体の安全を最優先とし、伝染防止にも努める。

・（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。

・集団感染の予防を図る。

（4）犯罪

①建物の爆破、放火、誘拐、恐喝その他の外部からの不法な攻撃

・生命及び身体の安全を最優先とする。



・不当な要求に安易に屈せず、警察と協力して対処する。

・再発防止を図る。

②この法人の法令違反等の摘発等を目的とした官公庁による立入調査
・この法人の損失の最小化を図る観点から適切な対応を検討する。

・再発防止を図る。

③内部者による背任、横領等の不祥事

・この法人の損失の最小化を図る観点から適切な対応を検討する。

・（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。

・再発防止を図る。

（5）機密情報の漏えいや情報システムへの不正なアクセス

・被害状況（機密情報漏えいの有無、この法人外への被害拡大や影響の有無）の把握・被害の最小化

を図る観点から適切な対応を検討する。

・（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。

・再発防止を図る。

（6）その他上記に準ずる法人運営上の緊急事態

・この法人の損失の最小化を図る観点から適切な対応を検討する。

（緊急事態対策室）

第１６条 緊急事態が発生した場合又はその発生が予想される場合、代表理事は、必要に応じて緊急事態対策

室（以下「対策室」という）を設置するものとする。

（対策室の構成）

第１７条 代表理事は、対策室を設置する。

２．対策室は、代表理事を室長とし、その他事務局長、常務理事等、代表理事が必要と認める人員で構成され

る。

（対策室会議の開催）

第１８条 室長は、必要と認めるときは、対策室会議を招集し、招集後直ちに出席可能な者の出席により開催す

る。

（対策室の実施事項）

第１９条 対策室の実施事項は、次のとおりとする。

（1）情報の収集、確認及び分析

（2）初期対応の決定及び指示

（3）原因の究明及び対策基本方針の決定

（4）対外広報又は対外連絡の内容、時期、窓口及び方法の決定

（5）この法人の内部での連絡の内容、時期及び方法の決定



（6）対策室から指示、連絡、又は命令ができないときの代替措置の決定

（7）対策実施上の役割分担等の決定、対策実施の指示及びその実施状況の確認

（8）その他必要事項の決定

（役職員への指示及び命令）

第２０条 対策室は、緊急事態を解決するに当たって、必要と認められるときは、役職員に対して一定の行動を

指示又は命令することができる。

２．役職員は、対策室から指示又は命令が出されたときは、当該指示又は命令に従って行動しなければならな

い。

（報道機関への対応）

第２１条 緊急事態に関して、報道機関からの取材の申入れがあった場合は、緊急事態の解決に支障を来たさ

ない範囲において、取材に応じる。

２．報道機関への対応は、事務局長及び事務局長の定める担当者の職務とする。

（届出）

第２２条 緊急事態のうち、所管官公庁への届出を必要とするものについては、迅速に所管官公庁に届け出るも

のとする。

２．前項に規定する届出は、事務局長がこれを行う。

３．事務局長は、第1項に規定する届出の内容について、予め代表理事の承認を得なければならない。

（理事会への報告）

第２３条 対策室は、緊急事態解決策を実施したときは、その直後の理事会で、次の事項を報告しなければなら

ない。

（1）実施内容

（2）実施に至る経緯

（3）実施に要した費用

（4）懲罰の有無及びあった場合はその内容

（5）今後の対策方針

（対策室の解散）

第２４条 緊急事態が解決し、かつ対策の実施が完了したとき、対策室を解散する。

第４章 懲戒等

（改廃）

第２５条 次のいずれかに該当する者は、その情状により、懲戒処分に付す。



（1）具体的リスクの発生に意図的に関与した者

（2）具体的リスクが発生するおそれがあることを予知しながら、その予防策を意図的に講じなかった者

（3）具体的リスクの解決について、この法人の指示・命令に従わなかった者

（4）具体的リスクの予防、発生、解決等についての情報を、この法人の許可なく外部に漏らした者

（5）前各号の他、具体的リスクの予防、発生、解決等においてこの法人に不都合な行為を行った者

（懲戒の内容）

第２６条 前条の懲戒処分の内容は、役員（監事を除く。以下本条及び次条において同じ。）又は職員の情状に

より次のとおりとする。

（1）役員については、戒告に処することがある。ただし、自主申告による報酬減額を妨げない。

（2）職員については、就業規則に従い戒告、譴責、減給、出勤停止、降職・降格、諭旨退職又は懲戒解雇と

する。

（懲戒処分の決定）

第２７条 前条の懲戒処分は、役員については理事会が決議し、職員については、懲罰委員会の決定を受けて

代表理事がこれを行う。

第５章 雑則

（緊急事態通報先一覧表）

第２８条 総務部は、緊急事態の発生に備えて、緊急事態発生時通報先一覧表（以下「一覧表」という。）を作成

し、この内容を関係者に周知徹底しなければならない。

２．一覧表は、その内容が常に最新のものとなるよう更新を行うものとする。

（一覧表の携帯等）

第２９条 役職員は、一覧表又はこれに代わり得るものを常に携帯するとともに、常時その所在又は通報先を明

らかにしておかなければならない。

（改廃）

第３０条 この規程の改廃は、理事会の決議による。

付則

１．この規程は令和４年９月１６日から施行する。



特定非営利活動法人おっちラボ

経理規程

第１章 総則

（目的）

第１条 この規程は、特定非営利活動法人おっちラボ（以下、「法人」という。）の会計処理に関する基準を定め、

会計業務を迅速かつ正確に処理し、法人の収支の状況、財産の状況を明らかにして、能率的運営と活動

の向上を図ることを目的とする。

（適用範囲）

第２条 法人の会計に関する事項は、定款に定めのある場合のほか、この規程を適用する。

（会計処理の原則）

第３条 会計の処理および手続きは、特定非営利活動促進法27条各号に掲げる原則に従って行うものとする。

（会計年度）

第４条 会計年度は、定款に定める事業年度にしたがい、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。

（会計の区分）

第５条 会計の区分は次のとおりとする。

（1）特定非営利活動に係る事業会計

（2）民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律第20条第1項に規定する
民間公益活動促進業務に係る事業会計

（3）その他の事業会計

（会計責任者）

第６条 会計責任者は代表理事とする。

（規定外事項）

第７条 この規程に定めのない事項については、事務局長および会計責任者において協議し、代表理事の決裁

を得て指示するものとする。

（規程の改廃）

第８条 この規程を改廃する場合には、事務局長の上申にもとづいて理事会の決裁を受けなければならない。

（細則）



第９条 この規程の施行に関する細則は、別にこれを定める。

第２章 勘定科目及び帳簿組織

（勘定科目）

第１０条 貸借対照表及び活動計算書における勘定科目は別に定める。

（会計帳簿）

第１１条 各会計の会計帳簿は、これを主要簿および補助簿とする。

（主要簿）

第１２条 主要簿とは、つぎに掲げるものをいう。

（1）仕訳帳

（2）総勘定元帳

（補助簿）

第１３条 補助簿とは、つぎに掲げるものをいう。

（1）現金出納帳

（2）借入台帳

（3）会員台帳

（4）固定資産台帳

（5）寄付金台帳

（帳簿の照合）

第１４条 補助簿の金額は、毎月末日に総勘定元帳の金額と照合しなければならない。

（帳簿の更新）

第１５条 帳簿は、原則として会計年度ごとに更新する。

（帳簿書類の保存期間）

第１６条 会計関係書類の保存期間は、次のとおりとする。ただし、法令が定める期間がこれを越えるものにつ

いては、その定めによる。

（1）決算書類永久

（2）予算書10年

（3）会計帳簿10年

（4）契約書・証憑書類10年

（5）その他の書類7年

２．保存期間は、会計年度終了のときから起算する。



３．保存期間経過後に会計関係書類を処分するときには、会計責任者の承認を得なければならない。

第３章 金銭出納

（金銭の範囲）

第１７条 この規程で金銭とは、現金および預貯金をいい、現金とは通貨のほか、随時に通貨と引き換えること

ができる小切手・証書などをいう。

（出納責任者）

第１８条 金銭の出納・保管については、会計責任者と別に出納責任者をおくものとする。

２．出納責任者は事務局長が任命する。

（金銭の出納）

第１９条 金銭の出納は､会計責任者の承認印のある会計伝票に基づいて行わなければならない｡

（支払手続）

第２０条 出納責任者が金銭を支払う場合には､最終受取人からの請求書､その他取引を証する書類に基づいて

発行した支出仕訳書により､会計責任者の承認を得て行うものとする｡

２．金銭の支払については、最終受取人の署名のある領収証を受け取らなければならない。ただし、所定の領

収証を受け取ることができない場合は、別に定める支払証明書をもってこれに代えることができる。

３．銀行振込の方法により支払いを行い、領収証を受け取らないことができる｡

（支払期日）

第２１条 金銭の支払いは､別に定める一定日に行うものとする｡ただし､やむを得ない支払いについてはこの限り

でない｡

（手許現金）

第２２条 会計責任者は､日々の現金支払いに充てるため､手許現金をおくことができる｡

２．手許現金の額は､通常の所要額を勘案して､必要最少額にとどめるものとする｡

３．小口現金は､翌月初め及び不足のつど精算を行わなければならない｡

（残高の照合と報告）

第２３条 出納責任者は､現金について毎日の現金出納終了後､その残高と帳簿残高を照合しなければならない｡

２．預貯金については､毎月1回預貯金を証明できる書類により､その残高を帳簿残高と照合し､会計責任者に報

告しなければならない｡

（金銭の過不足）



第２４条 金銭に過不足が生じたときは､出納責任者は遅滞なく会計責任者に報告し､その処置については､会計

責任者の指示を受けなければならない｡

（現金出納帳の作成）

第２５条 出納責任者は､毎月２０日までに､前月分の現金の現金出納帳を作成して､自ら検算を行い、これを会計

責任者に提出しなければならない｡

第４章 固定資産

（固定資産の範囲）

第２６条 固定資産とは、耐用年数１年以上で、かつ、取得価額10万円以上の有形固定資産およびその他の資

産とする。

（取得価額）

第２７条 固定資産の取得価額は次の各号による。

（1）購入に係るものは、その購入価格に付随費用を加算した額

（2）贈与によるものは、そのときの適正な評価額

（固定資産の購入）

第２８条 固定資産の購入に際しては、会計責任者および理事長の決裁を受けなければならない。

（固定資産の管理責任者）

第２９条 固定資産の管理責任者は事務局長とする。

（固定資産の管理）

第３０条 固定資産の管理責任者は、固定資産台帳を設けて、その保全状況および移動について記録し、移動・

毀損・滅失があった場合は会計責任者に報告しなければならない。

（登記および付保）

第３１条 固定資産のうち、不動産登記を必要とする場合は登記し、損害のおそれのある固定資産は、適正額の

損害保険を付さなければならない。

（減価償却）

第３２条 有形固定資産のうち、土地および建設仮勘定を除き、毎会計年度、定率法（建物については定額法）

により減価償却を実施するものとする。

（物品の管理）

第３３条 物品として管理しなければならない消耗品・図書などは、固定資産に準じて備品台帳を設け、事務局



長が管理するものとする。

（細則）

第３４条 固定資産の減価償却および管理の施行に関する細則については別に定める。

第５章 予算

（予算の目的）

第３５条 予算は、各会計年度の事業計画を明確な計数的目標をもって表示し、もって、事業の円滑な運営を図

ることを目的として、収支の合理的な規制を行うものである。

（予算編成）

第３６条 予算は事業計画案に従って立案し、調整および編成は理事会において行う。

２．予算は収支の目的、性質にしたがって大科目、中科目および小科目に区分する。

３．収支予算の決定は、理事会の承認を得なければならない。

（予備費）

第３７条 予測しがたい予算の不足を補うため、予備費として相当の金額を予算に計上するものとする。

（予算の執行）

第３８条 予算の執行にあたって、小科目相互間の予算の流用は理事の承認を得なければならない。ただし、

軽微な流用の場合はこの限りでない。

２．予備費を支出する必要があるときは、理事長の承認を得て行い、理事会に報告しなければならない。

（予算の補正）

第３９条 予算の補正を必要とするときは、理事長は補正予算を作成して、理事会の承認を得なければならない。

第６章 決算

（決算の目的）

第４０条 決算は、一定期間の会計記録を整理し、当該期間の収支を計算するとともに、その期末の財政状態を

明らかにすることを目的とする。

（計算書類の作成）

第４１条 会計責任者は、毎会計年度終了後、速やかに、次の計算書類を作成し理事会に提出しなければなら

ない。

（1）財産目録

（2）貸借対照表



（3）収支計算書

２．計算書類は理事会および総会の承認を得なければならない。

付則

１．この規程は令和４年９月１６日から施行する。



特定非営利活動法人おっちラボ

賃 金 細 則

（適用範囲）

第１条 この細則（以下「規程」という。）は、特定非営利活動法人おっちラボ（以下、「法人」という）の就業規則

（正社員用）第68条、就業規則（契約社員）第68条及び就業規則（パートタイマー）第68条に各々定める

「基本給」について定めたものである。

（基本給）

第２条 この法人における基本給は、別表に定める計算方法及び事項に基づき算定を行う。

（規程の改廃）

第３条 この規定は、法律改正、法人の経営状況または社会情勢の変化等により必要と認められたときは、

理事会の議決を経て、規程の内容を変更することがある。

附則

１ この規定は、令和４年９月１６日より施行する。



別表

基本給の算定表

賃金規定第３条に定める方法により、基本給は経験給＋職能給＋職務給＝基本給

（１）経験給

区分 雇用前の勤務年数（NPOや中間支援組織等）

1年未満 1～5年 6年以上
6年以上かつ
課長級以上

勤

務

年

数

1年未満 イ 180,000円 リ 200,000円 レ 230,000円

ヰ 404,000円

1年以上2年未満 ロ 185,000円 ヌ 205,000円 ソ 235,000円

2年以上3年未満 ハ 190,000円 ル 210,000円 ツ 240,000円

3年以上4年未満 ニ 195,000円 ヲ 215,000円 ネ 245,000円

4年以上5年未満 ホ 200,000円 ワ 220,000円 ナ 250,000円

5年以上6年未満 ヘ 210,000円 カ 230,000円 ラ 260,000円

6年以上10年未
満

ト 220,000円 ヨ 250,000円 ム 280,000円

10年以上 チ 240,000円 タ 270,000円 ウ 300,000円

（２）職能給

等級 内容 金額

S4 プロデューサー技能 事業創出のための企画提案や資金調達、政策

コミュニケーション、多様なステークホル

ダーとの交渉や調整、事業の進行・品質管

理、成果による水平展開や仕組みづくり等

を行う技能。

※S1・2・3の技能を含む。

50,000円

S3 ディレクター技能 行事開催のための企画提案や資金調達、複数

名による業務遂行チームの統括、関係者

との交渉や調整、行事の進行・品質管理、

成果のとりまとめや発信等を行う技能。

※S1・2の技能を含む

40,000円
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S2 ファシリテーター技能 会議や研修等を実施するための企画提案や進

行管理、プレゼンテーション、グループワー

クの補助、報告書の作成等を行う技能。

※S1の技能を含む。

20,000円

S1 基礎技能 NPO支援に必要な基本的な知識や書類作成

能力を備え、情報の収集や発信、相談対

応、問題解決のための提案、NPO等の伴

走支援を行う技能。

10,000円

（３）職務給

内容 金額

担当する事業の数量や予算規模、業務量に応じて加算する。 10,000～50,000円程度

以上

















特定非営利活動法人おっちラボ

１． 重要な会計方針

固定資産の減価償却の方法

無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています。

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっています。

２ 固定資産の増減内訳

（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

無形固定資産

ソフトウェア 864,000 864,000 △ 619,200 244,800

投資その他の資産

投資有価証券 300,000 300,000 0 0 0

合計 1,164,000 300,000 864,000 619,200 244,800

３． 借入金の増減内訳

（単位：円）

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

0 0 0 0

0 0 0 0

４．

・ 事業費と管理費の案分方法

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

按分ではなく、科目毎に個別判断をしている。

科目

科目

合計

２０２０年度 計算書類の注記

（1）

（2）













































地域運営組織 2.0 推進コンソーシアム 実施体制表 

（特定非営利活動法人おっちラボ、特定非営利活動法人みんなの集落研究所、公益財団法人うんな

んコミュニティ財団） 

 

１．コンソーシアムを組成する目的 

本コンソーシアムは、国内における地域運営組織の先進地・島根県雲南市で自治の進

化に挑戦する地域の住民等に人材育成や地域振興支援を行う NPO 法人おっちラボ（若

手人材育成塾「幸雲南塾」などを運営）を幹事団体にしながら、助成事業部分の補完

のために同市における市民主体の取り組みを市民の寄付で支える公益財団法人うん

なんコミュニティ財団を加えている。また、実行団体の伴走支援や離島におけるモデ

ルをつくるために、岡山県内において 10 年に渡り地域運営組織の支援に特化して支

援を行ってきた NPO 法人みんなの集落研究所を加えている。人口減少がさらに進み、

またコロナによる経済不況なども進む中でそれぞれの現場で地域運営のあり方を一

歩進める必要を感じて形成した組織である。 

 

２．コンソーシアムの体制図 

 

 





(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

事務局体制の備考

非常勤職員・従業員数［人］ 5
有給［人］ 5
無給［人］ 0

職員・従業員数［人］ 5
常勤職員・従業員数［人］ 0

有給［人］ 0
無給［人］ 0

理事・取締役数［人］ 8
評議員［人］ 5
監事/監査役・会計参与数［人］ 2

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］ 1

氏名
役職

役員数［人］ 15

代表者(2)
フリガナ

代表者(1) 氏名 郷原剛志
役職 代表理事

フリガナ ゴウバラツヨシ

設立年月日 2020/04/02
法人格取得年月日 2020/04/02

電話番号 0854-47-7787

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト https://www.unnan-cf.org/

その他のWEBサイト
(SNS等)

https://www.facebook.com/unnancf/

都道府県 島根県
市区町村 雲南市
番地等 木次町木次３６番地

団体情報入力シート

団体名 公益財団法人うんなんコミュニティ財団

郵便番号 6991332

団体種別法人格 公益財団法人 資金分配団体



(5)会員

(6)資金管理体制

(7)監査

(8)組織評価

(9)その他

(10)助成を行った実績

(11)助成を受けた実績

助成を受けた事業の実績内容

申請前年度の助成総額［円］ 34,708,990

助成した事業の実績内容

・休眠預金活用事業
・クラウドファンディング

今までに助成を受けて行っている事業の実績 なし

業務別に区分経理ができる体制の可否 区分経理できる体制である

今までに助成事業を行った実績の有無 あり
申請前年度の助成件数［件］ 10

年間決算の監査を行っているか 内部監査で実施

過去3年以内に組織評価（非営利組織評価センター
等）を受けてますか

受けていない

認証機関/認証制度名/認証年度を記入してください

通帳管理者 氏名／勤務形態
経理担当者 氏名／勤務形態

決済責任者、経理担当者・通帳管理者が異なること

決済責任者 氏名／勤務形態

個人会員・ボランティア数 0
ボランティア人数(前年度実績)［人］
個人正会員［人］
個人その他会員［人］

-

団体会員数［団体数］ 0
団体正会員［団体数］
団体その他会員［団体数］



(12)過去に休眠預金事業で助成を受けた実績

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

申請中・申請予定又は採択された
事業名

番号
対象 申請 左記で実行団体として申請中・申請予定又は採択された場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体名



(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

事務局体制の備考

非常勤職員・従業員数［人］ 2
有給［人］ 2
無給［人］ 0

職員・従業員数［人］ 9
常勤職員・従業員数［人］ 7

有給［人］ 7
無給［人］ 0

理事・取締役数［人］ 8
評議員［人］ 10
監事/監査役・会計参与数［人］ 2

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］ 1

氏名
役職

役員数［人］ 20

代表者(2)
フリガナ

代表者(1) 氏名 石原達也
役職 代表執行役

フリガナ イシハラタツヤ

設立年月日 2013/04/01
法人格取得年月日 2013/04/01

電話番号 080-206-6140

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト http://www.npominken.jp

その他のWEBサイト
(SNS等)

https://www.facebook.com/npominken/

都道府県 岡山県
市区町村 岡山市
番地等 北区表町１－４－６４ 上之町ビル３階

団体情報入力シート

団体名 特定非営利活動法人みんなの集落研究所
郵便番号 700-8222

団体種別法人格 NPO法人 資金分配団体



(5)会員

(6)資金管理体制

(7)監査

(8)組織評価

(9)その他

(10)助成を行った実績

(11)助成を受けた実績

助成を受けた事業の実績内容

申請前年度の助成総額［円］ 0

助成した事業の実績内容

今までに助成を受けて行っている事業の実績 なし

業務別に区分経理ができる体制の可否 区分経理できる体制である

今までに助成事業を行った実績の有無 なし
申請前年度の助成件数［件］ 0

年間決算の監査を行っているか 内部監査で実施

過去3年以内に組織評価（非営利組織評価センター
等）を受けてますか

受けていない

認証機関/認証制度名/認証年度を記入してください

通帳管理者 氏名／勤務形態
経理担当者 氏名／勤務形態

決済責任者、経理担当者・通帳管理者が異なること

決済責任者 氏名／勤務形態

個人会員・ボランティア数 0
ボランティア人数(前年度実績)［人］
個人正会員［人］
個人その他会員［人］

-

団体会員数［団体数］ 0
団体正会員［団体数］
団体その他会員［団体数］



(12)過去に休眠預金事業で助成を受けた実績

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

申請中・申請予定又は採択された
事業名

番号
対象 申請 左記で実行団体として申請中・申請予定又は採択された場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体名







※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 「持続可能な地域運営組織づくり」推進事業 記入箇所チェック 記入完了

団体名： 公益財団法人うんなんコミュニティ財団

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出 定款 第16条

公募申請時に提出 定款 第17条

公募申請時に提出 定款 第17条

公募申請時に提出 定款 第17条

公募申請時に提出 定款 第15条

公募申請時に提出 定款 第19条

公募申請時に提出 定款 第21条

公募申請時に提出 定款 第19条

. . .

公募申請時に提出 定款 第24条

公募申請時に提出 定款 第24条

. . .

公募申請時に提出 理事会運営規則 第2条

公募申請時に提出 定款 第35条

公募申請時に提出 定款 第35条

公募申請時に提出 定款 第35条

公募申請時に提出 理事会運営規則 第16条

公募申請時に提出 定款 第37条

公募申請時に提出 定款 第38条

公募申請時に提出 定款 第37条

⚫ 理事の職務権 . . .

理事の職務権限規程 公募申請時に提出 理事の職務権限規程
第3条、第4条、第5条、第
6条、第7条

⚫ 監事の監査に関する規程 . . .

監事監査規程 公募申請時に提出 監事監査規程
第4条、第2章、第3章、第
4章

. . .

公募申請時に提出
役員及び評議員の報酬並びに費用に関する
規程

第3条

公募申請時に提出
役員及び評議員の報酬並びに費用に関する
規程

第5条

⚫ 理事の構成に関する規程 ※理事会を設置していない場合は不要です。

⚫ 役員及び評議員の報酬等に関する規程

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担が規定さ
れていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

役員及び評議員の報
酬等並びに費用に関
する規程（２）報酬の支払い方法

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額

（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事の総数の
３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

定款
（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、理事の総
数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 理事会の運営に関する規程 ※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議 （過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行う」という内
容を含んでいること

（１）開催時期・頻度

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で行う」とい
う内容を含んでいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に関する除
外規定は必須としないこととします。

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

規程類必須項目確認書（社団・財団・NPO法人等）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いし
ます。
◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

記入箇所チェック ※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

規程類に含める必須項目



⚫ 倫理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 倫理規程 第1条

公募申請時に提出 倫理規程 第3条

公募申請時に提出 倫理規程 第4条

公募申請時に提出 倫理規程 第5条

公募申請時に提出 倫理規程 第6条

公募申請時に提出 倫理規程 第7条

公募申請時に提出 倫理規程 第8条

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

公募申請時に提出 倫理規程 第6条

公募申請時に提出 倫理規程 第6条

公募申請時に提出 倫理規程 第6条

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第6条

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第7条

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第4条の3

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

公募申請時に提出 公益通報者保護に関する規程 第4条

公募申請時に提出 公益通報者保護に関する規程 第12条

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

公募申請時に提出 事務局規程 第2条

公募申請時に提出 事務局規程 第3条

公募申請時に提出 事務局規程 第4条

公募申請時に提出 事務局規程 第7条

. . .

公募申請時に提出 給与規程 第3条、第6〜9条

公募申請時に提出 給与規程 第12条、第13条

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 文書管理規程 第6条

公募申請時に提出 文書管理規程 第7条

公募申請時に提出 文書管理規程 第8条

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程 公募申請時に提出 情報公開規程 第9条

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 リスク管理規程 第7条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第14条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第18条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第18条

⚫ 経理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 経理規程 第5条

公募申請時に提出 経理規程 第9条

公募申請時に提出 経理規程 第6条、第22条

公募申請時に提出 経理規程 第8条

公募申請時に提出 経理規程 第22条

公募申請時に提出 経理規程 第3章

公募申請時に提出 経理規程 第7章

⚫ 職員の給与等に関する規程

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

（４）緊急事態対応の手順

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28
年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ
措置」について具体的に示すこと

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁
止のための自己申告
等に関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者に対し、特
別の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織にお
いて内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設
置されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公
表する」という内容を含んでいること

（１）基本的人権の尊重

倫理規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行
為を行わない」という内容を含んでいること

（６）情報開示及び説明責任

（７）個人情報の保護



※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 「持続可能な地域運営組織づくり」推進事業 記入箇所チェック 記入完了

団体名： 特定非営利活動法人みんなの集落研究所

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されていない。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出 定款 第24条

公募申請時に提出 定款 第25条

公募申請時に提出 定款 第24条

公募申請時に提出 定款 第25条3項

公募申請時に提出 定款 第23条

公募申請時に提出 定款 第28条

公募申請時に提出 定款 第30条

公募申請時に提出 定款 第29条

. . .

公募申請時に提出 定款 第14条3項

内定後1週間以内に提出

. . .

内定後1週間以内に提出

公募申請時に提出 定款 第34条

公募申請時に提出 定款 第33条

公募申請時に提出 定款 第34条3項

公募申請時に提出 定款 第32条

公募申請時に提出 定款 第36条

公募申請時に提出 定款 第38条

公募申請時に提出 定款 第37条

⚫ 理事の職務権 . . .

理事の職務権限規程 内定後1週間以内に提出

⚫ 監事の監査に関する規程 . . .

監事監査規程 内定後1週間以内に提出

. . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

規程類必須項目確認書（社団・財団・NPO法人等）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いします。
◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

記入箇所チェック ※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

規程類に含める必須項目

（１）開催時期・頻度

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で行う」という
内容を含んでいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に関する除
外規定は必須としないこととします。

（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事の総数の３
分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

定款
（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、理事の総
数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 理事会の運営に関する規程 ※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議 （過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行う」という内容
を含んでいること

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担が規定さ
れていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

役員及び評議員の報
酬等並びに費用に関
する規程（２）報酬の支払い方法

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額

⚫ 理事の構成に関する規程 ※理事会を設置していない場合は不要です。

⚫ 役員及び評議員の報酬等に関する規程



⚫ 倫理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

. . .

公募申請時に提出 職員等の給与規程細則 第2条

公募申請時に提出 職員等の給与規程細則 第2条

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程 内定後1週間以内に提出

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ 経理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

（１）基本的人権の尊重

倫理規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行為
を行わない」という内容を含んでいること

（６）情報開示及び説明責任

（７）個人情報の保護

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ措
置」について具体的に示すこと

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁
止のための自己申告
等に関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者に対し、特別
の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織におい
て内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設
置されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公
表する」という内容を含んでいること

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28年
12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（４）緊急事態対応の手順

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

⚫ 職員の給与等に関する規程

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針



公益財団法人うんなんコミュニティ財団 定款 
 

第１章 総 則 

 

（名称） 

第１条 当法人は、公益財団法人うんなんコミュニティ財団と称し、英文ではUNNAN 

Community Foundationと表示する。 

 

（事務所） 

第２条 当法人は、主たる事務所を雲南市に置く。 

２ 当法人は、理事会の決議を経て、必要な地に従たる事務所を設置することがで

きる。 

これを変更または廃止する場合も同様とする。 

 

第２章 目的及び事業 

 

（目的） 

第３条 当法人は、多様化・複雑化していく社会課題に対して、その解決・改善を   

図るために活動する雲南市内の市民団体等と、その解決・改善を図るために諸

資源の提供や自らの参画を望む個人、企業、団体等を結びつける仕組みとなる

ことで、諸資源の循環をもたらし、社会課題の解決・改善及び地域の価値創造

の取り組みのための基盤充実を図る。また、その営みを通じて、誰もが社会課

題の解決・改善及び地域の価値創造に関わることができ、地域のあらゆる主体

が公益を担いあいながら、当事者の意識と存在を大切にした安心で持続可能な

地域社会の形成に寄与することを目的とする。 

 

 

（事業） 

第４条 当法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。  

（１）社会課題の解決・改善及び地域の価値創造を行う市民団体等（以下、「社会

活動団体」という。）に仲介・提供するために、必要な資金等の資源を募り、確保

する事業 

（２） 社会活動団体に対し、助成、顕彰等を行う事業 

（３） 社会活動団体に対し、融資を行う事業 

（４） 社会課題の解決を支援するために、不動産等の資源を活用する事業 

（５） 前４号に掲げるもののほか、社会活動団体に対し、その経営に必要な資源 

を提供する事業 

（６） 社会活動団体及び資源提供者に対するコンサルティング事業 

（７） 社会課題とその解決等に関する情報収集・情報発信事業 

（８） 社会課題とその解決等に関する調査研究事業 

（９） 社会課題とその解決等に関する普及・啓発物品、寄附金付物品及び出版物 

等の販売 
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（１０）その他前条の目的を達成するために必要な事業 

 

 

第３章 資産及び会計 

 

（財産の拠出） 

第５条 設立者は、末尾に掲げる財産目録に記載された財産を、当法人の設立に際 

して拠出する。 

 

 

（事業年度） 

第６条 当法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第７条 当法人の事業計画書及び収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記

載した書類については、毎事業年度開始の日の前日までに、代表理事が作成

し、理事会の承認を受けなければならない。これを変更する場合も同様とす

る。 

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間

備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

 

（事業報告及び決算） 

第８条 当法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後３か月以内に、

代表理事が次の書類を作成し、監事の監査を受け、理事会の承認を経て、定時

評議員会に提出し、第１号及び第２号の書類についてはその内容を報告し、第

３号から第６号までの書類については承認を受けなければならない。  

（１）事業報告 

（２）事業報告の附属明細書 

（３）貸借対照表 

（４）正味財産増減計算書 

（５）貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書 

（６）財産目録 

２ 第１項の規定により報告又は承認された書類の他、次の書類を主たる事務所

に５年間備え置き、一般の閲覧に供する。  

（１）監査報告 

（２）評議員及び役員の名簿 

（３）評議員及び役員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

（４）運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重 

要なものを記載した書類 

３ 定款について、主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

４ 貸借対照表は、定時評議員会の終結後遅滞なく、公告しなければならない。 

 

（公益目的取得財産残額の算定） 
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第９条 代表理事は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則

第４８条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の 

末日における公益目的取得財産残額を算定し、前条第２項第４号の書類に記載 

するものとする。 

 

 

第４章 評議員 

（評議員） 

第１０条 当法人に、評議員３名以上２０名以内を置く。 

 

（評議員の選任及び解任） 

第１１条 評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

第１７９条から第１９５条の規定に従い、評議員会の決議によって行う。 

２ 評議員を選任する場合は、次の各号の要件をいずれも満たさなければならな

い。 

（１） 各評議員について、次のイからヘに該当する評議員の合計数が評議員の

総数の３分の１を超えないものであること。 

イ 当該評議員及びその配偶者又は３親等内の親族 

ロ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者 

ハ 当該評議員の使用人 

ニ ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員から受ける金銭そ

の他の財産によって生計を維持しているもの 

ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者 

ヘ ロからニまでに掲げる者の３親等内の親族であって、これらの者と生

計を一にするもの 

（２） 他の同一の団体（公益法人を除く。）の次のイからニに該当する評議員

の合計数が評議員の総数の３分の１を超えないものであること。 

イ 理事 

ロ 使用人 

ハ 当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は

管理人の定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行

する社員である者 

ニ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会

の議員を除く。）である者 

① 国の機関 

② 地方公共団体 

③ 独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人 

④ 国立大学法人法第２条第１項に規定する国立大学法人又は同条第３項

に規定する大学共同利用機関法人 

⑤ 地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人 

⑥ 特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人

であって、総務省設置法第４条第１項第9号の規定の適用を受けるものをい
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う。）又は認可法人（特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政

官庁の認可を要する法人をいう。） 

３ 評議員はこの法人の理事、監事又は使用人を兼ねることができない。 

 

（評議員の任期） 

第１２条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までとする。また、再任を妨げない。 

２ 前項の規定にかかわらず、任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任

された評議員の任期は、退任した評議員の任期の満了する時までとする。 

３ 評議員は、第１０条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞

任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員とし

ての権利義務を有する。 

 

（評議員に対する報酬等） 

第１３条 評議員は無報酬とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、評議員にはその職務を行うために必要な費用の 

支払いをすることができる。 

 

 

第５章 評議員会 

（構成） 

第１４条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 

 

（権限） 

第１５条 評議員会は、次の事項について決議することができる。  

（１）評議員の選任及び解任並びに理事及び監事（以下、「役員」という。）の選 

任及び解任 

（２）貸借対照表、正味財産増減計算書及びこれらの附属明細書並びに財産目録の

承認 

（３）理事及び監事の報酬等の額 

（４）定款の変更 

（５）事業の全部の譲渡 

（６）その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定めた事項 

 

（開催） 

第１６条 定時評議員会は、毎事業年度終了後３か月以内に開催する。 

２ 臨時評議員会は、必要があるときは、いつでも開催することができる。 

 

（招集） 

第１７条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づ

き代表理事が招集する。 

２ 評議員は代表理事に対して、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示

して、評議員会の招集を請求することができる。 
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（議長） 

第１８条 評議員会の議長は、評議員会において、出席した評議員の中から互選で

選ぶ。 

 

（決議） 

第１９条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く

評議員の過半数が出席し、出席した評議員の過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有す

る評議員を除く評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければなら

ない。  

（１）監事の解任 

（２）定款の変更 

（３）その他法令で定められた事項 

３ 評議員、理事又は監事を選任する決議に際しては、候補者ごとに第１項の決

議を行わなければならない。評議員、理事又は監事の候補者の合計数が第１０

条、第２３条に定める定数を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中

から得票数の多い順に定数に達するまでの者を選任することとする。 

 

（決議の省略） 

第２０条 理事が評議員会の決議の目的である事項につき提案した場合において、

当該提案につき評議員（当該事項について議決に加わることができるものに限

る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該

提案を可決する旨の評議員会の決議があったものとみなす。 

 

（議事録） 

第２１条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成す

る。 

２ 前項の議事録には、議長及びその評議員会において選任された議事録署名人

２名以上が、記名押印又は電子署名する。ただし、評議員会の決議の省略が

あった場合及び評議員会への報告の省略があった場合はこの限りではなく、法

令で定めるところによる。 

３ 第１項の規定により作成した議事録は、主たる事務所に１０年間備え置かな

ければならない。前項の規定により作成した評議員会の決議の省略の意思表示

を記載した書面についても同様とする。 

 

（評議員会規則） 

第２２条 評議員会の運営に関し必要な事項は、法令又はこの定款に定めるものの

ほか、評議員会において定める評議員会規則による。 

 

 

第６章 役員 

（役員の設置） 
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第２３条 当法人に次の役員を置く。  

理事 ３名以上１５名以内 

監事 １名以上４名以内 

２ 理事のうち、１名を代表理事とし、代表理事以外の理事のうち４名以内を常

務理事とできる。 

３ 前項の代表理事をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成

１８年法律第４８号）に規定する代表理事とし、常務理事をもって同法第１９

７条で準用する同法第９１条第１項第２項に規定する業務執行理事（代表理事

以外の理事であって、理事会の決議により法人の業務を執行する理事として選

定されたものをいう。以下同じ。）とする。 

 

（役員の選任） 

第２４条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 

２ 代表理事及び常務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

３ 理事会は、その決議によって前項で選定された常務理事の中から、副代表理

事及び専務理事を選定することができる。 

４ 監事は、当法人の理事若しくは使用人を兼ねることができない。 

５ 理事のうち、理事のいずれか１名とその配偶者又は３親等内の親族その他特

別の関係にあるものの合計数は、理事の総数の３分の１を超えてはならない。監

事についても、同様とする。 

６ 他の同一の団体（公益法人を除く。）の役員又は使用人もしくは職員等であ

る者その他これに準ずる相互に密接な関係にある者として法令で定める者である

理事の合計数は、理事の総数の３分の１を超えてはならない。監事についても、

同様とする。 

７ その他、理事及び監事は公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律第６条第１号の欠格事由に該当しないこと。 

 

（理事の職務及び権限） 

第２５条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、当

法人の業務の執行を決定する。 

２ 代表理事は、法令及びこの定款で定めるところにより、当法人を代表し、当

法人の業務を執行する。 

３ 副代表理事は、代表理事を補佐し、当法人の業務を執行する。また、代表理

事に事故があるとき、又は代表理事が欠けた時は、代表理事の業務執行に係る

職務を代行する。 

４ 専務理事は、代表理事及び副代表理事を補佐し、当法人の業務を執行する。

また、代表理事及び副代表理事に事故があるとき、又は代表理事及び副代表理

事が欠けたときは、代表理事の業務執行に係る職務を代行する。 

５ 常務理事は、当法人の業務を分担執行する。また、専務理事に事故あると 

き、又は欠けたときは、代表理事があらかじめ決定した順序によって、その職 

務を代行する。 

６ 代表理事、副代表理事、専務理事、常務理事及び前項の業務を執行する理事

は、毎事業年度に４か月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況を
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理事会に報告しなければならない。 

 

（監事の職務及び権限） 

第２６条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令の定めるところにより、監査

報告を作成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、当法人の業

務及び財産の状況の調査をすることができる。 

 

 

（役員の任期） 

第２７条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時評議員会の終結の時までとする。 

２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時評議員会の終結の時までとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、任期の満了前に退任した理事又は監事の補欠と

して選任された理事又は監事の任期は前任者の任期の満了するときまでとす

る。増員により選任された理事の任期は、他の理事の任期の残存期間と同一と

する。 

４ 理事又は監事については、再任を妨げない。 

５ 理事又は監事は、第２３条に定める定数に足りなくなるとき又は欠けたとき

は、辞任又は任期満了により退任した後も、それぞれ新たに選任された理事又

は監事が就任するまでは、なお理事又は監事としての権利義務を有する。 

 

（役員の解任） 

第２８条 役員が次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって、解任

することができる。ただし、監事を解任する場合は、議決に加わることができ

る評議員の３分の２以上に当たる多数の決議に基づいて行われなければならな

い。  

（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

（２）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないと 

き。 

 

（報酬等）  

第２９条 理事及び監事は無報酬とする。ただし、常勤の役員に対しては、評議員

会において定める総額の範囲内において、報酬等の支給の基準に従って算定し

た額を報酬等として支給することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事及び監事にはその職務を行うために要する費

用を弁償することができる。 

 

（顧問） 

第３０条 当法人に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、理事会において任期を定めた上で選任する。 

３ 顧問は、当法人への助言や協力を行い、代表理事に対し、意見を述べること
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ができる。 

４ 顧問は、無報酬とする。ただし、その職務を行うために要する費用を弁償す

ることができる。 

 

 

（損害賠償責任の免除） 

第３１条 当法人は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法

律第４８号）第１９８条で準用する同法第１１４条第１項の規定により、任務を

怠ったことによる理事又は監事（理事又は監事であったものを含む。）の損害賠償

責任を、法令の限度において理事会の決議によって免除することができる。 

２ 当法人は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律４８

号）第１９８条で準用する同法１１５条第１項の規定により、非業務執行理事又は

監事との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結するこ

とができる。ただし、当該契約に基づく責任の限度は、同法第１９８条で準用する

同法第１１３条で定める最低責任限度額とする。 

 

 

（取引の制限） 

第３２条 理事が次に掲げる取引をしようとする場合は、その取引について重要な

事実を開示し、理事会の承認を得なければならない。  

（１）自己又は第三者のためにする当法人の事業の部類に属する取引 

（２）自己又は第三者のためにする当法人との取引 

（３）当法人がその理事の債務を保証すること、その他理事以外の者との間に 

おける当法人とその理事との利益が相反する取引 

２ 前項の取引をした理事は、その取引の重要な事実を遅滞なく、理事会に報告

しなければならない。 

 

 

第７章 理事会 

（理事会の設置） 

第３３条 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

 

（権限） 

第３４条 理事会は、次の職務を行う。 

（１）当法人の業務執行の決定 

（２）理事の職務の執行の監督 

（３）代表理事及び常務理事の選定及び解職 

（４）評議員会の日時及び場所並びに評議員会の目的である事項の決定 

（５）規則の制定、変更及び廃止に関する事項 

２ 理事会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を理事に委任する

ことができない。 

（１）重要な財産の処分及び譲受け 

（２）多額の借財 
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（３）重要な使用人の選任及び解任 

（４）従たる事務所その他重要な組織の設置、変更及び廃止 

（５）内部管理体制の整備 

（６）第３１条の責任の一部免除及び責任限定契約の締結 

 

（招集） 

第３５条 理事会は、代表理事が招集する。 

２ 代表理事に事故があるとき又は代表理事が欠けたときは、各理事が理事会を

招集する。 

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的である事項を記載した書

面又は電磁的方法をもって、開催日の前日までに、通知しなければならない。 

４ 前項の規定にかかわらず、理事及び監事全員の同意のあるときは、招集の手

続を経ることなく理事会を開催することができる。 

 

（議長） 

第３６条 理事会の議長は、代表理事がこれに当たる。ただし、代表理事に事故が

あるとき又は代表理事が欠けたときは出席した理事の中から議長を互選する​。 

 

（決議） 

第３７条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事

の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事が理事会の決議の目的である事項について提案 

した場合において、理事（当該事項について議決に加わることができる者に限 

る。）の全員が当該提案について書面又は電磁的記録により同意の意思表示をし 

たときは、その提案を可決する理事会の決議があったものとみなす。ただし、 

監事がその提案に異議を述べたときはこの限りではない。 

３ 理事会の決議を省略したときは、決議があったものとみなされた事項の内容、 

当該事項を提案した理事の氏名、決議があったものとみなされた日及び議事録の 

作成に関わる職務を行った理事の氏名を議事録に記載又は記録しなければならな 

い。 

４ 理事、監事が、理事及び監事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知し 

たときは、当該事項を理事会へ報告することを要しない。 

５ 前項の規定は、第２５条第６項に規定する報告については適用しない。 

 

（議事録） 

第３８条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成す

る。 

２ 出席した代表理事及び監事は、前項の議事録に記名押印する。ただし、代表

理事の変更を行う理事会については、他の出席した理事も記名押印する。ま

た、理事会の決議の省略があった場合及び理事会への報告の省略があった場合

はこの限りではなく、法令で定めるところによる。 

３ 第１項の規定により作成した議事録は、主たる事務所に１０年間備え置かな

ければならない。前条第２項の規定により作成した理事会の決議の省略の意思
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表示を記載した書面についても同様とする。 

 

（理事会規則） 

第３９条 理事会に関する事項については、法令又はこの定款に定めるもののほ

か、理事会において定める理事会規則による。 

 

第８章 定款の変更合併及び解散等 

 

（定款の変更） 

第４０条 この定款は、評議員会において、議決に加わることができる評議員の３

分の２以上に当たる多数の決議により変更することができる。 

２ 前項の規定は、この定款の第３条及び第４条並びに第１１条についても適用

する。 

 

（合併等） 

第４１条 当法人は、評議員会において、議決に加わることのできる評議員の３分

の２以上に当たる多数の決議により、他の一般社団法人及び一般財団法人に関

する法律上の法人との合併又は事業の全部若しくは一部の譲渡をすることがで

きる。 

 

（解散） 

第４２条 当法人は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法

律第４８号）第２０２条第１項で定められた事由により解散する。 

 

（公益認定の取消し等に伴う贈与） 

第４３条 この法人が公益認定の取消し処分を受けた場合又は合併により法人が消滅 

する場合（その権利義務を継承する法人が公益法人であるときを除く。）に

は、評議員会の決議を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、当

該公益認定の取消しの日又は当該合併の日から１箇月以内に、公益社団法人及

び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４９号）第５条第 17   

号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

 

 

（残余財産の帰属） 

第４４条 当法人が清算する場合において有する残余財産は、評議員会の決議によ

り、当法人と類似の事業を目的とする他の公益法人又は国若しくは地方公共団

体に贈与するものとする。 

 

第９章 公告の方法 

 

（公告） 

第４５条 当法人の公告は、電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得な 
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い事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、官報に掲載

 

する方法により行う。 

 

第１０章 事務局その他 

 

（企画委員会） 

第４６条 当法人は、法人が行う事業について助言や、運営への協力を得るための

企画委員会を置くことができる。 

２ 第１項の委員会は、代表理事が推薦し、理事会が認めた外部委員と代表理

事、常務理事及び事務局で構成する。 

３ 第１項の委員会は、次に掲げる事項を行う。 

（１） 当法人の事業についての助言や運営について参考意見を述べること。 

（２） 理事会から諮問された事項について参考意見を述べること。 

４ 第１項の委員会の委員は、理事会において選任及び解任する。 

５ 第１項の委員会の議事の運営の細則は理事会において定める。 

６ 第１項の委員会の外部委員の報酬は、無償とする。 

 

（事務局） 

第４７条 当法人に事務局を置き、職員の任免は法令で別段の定めがある場合を 

除き代表理事が行う。 

２ 事務局の組織、内部管理に必要な規則その他については、理事会が定める。 

 

 

（委任） 

第４８条 この定款に定めるもののほか、当法人の運営に必要な事項は、理事会の

決議を経て代表理事が別に定める。 

 

 

第１１章 附則 

 

（設立時の評議員） 

第４９条 当法人の設立時評議員は、次のとおりとする。 

 

設立時評議員 影山喜文 

三瓶裕美 

杉原昭見 

高岡裕司 

森山史朗 

 

（設立時の役員等） 

第５０条 当法人の設立時理事及び設立時監事は、次のとおりとする。 

設立時代表理事 郷原 剛志 
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設立時理事 青木拓夫 

小俣健三郎 

小林直子 

杉原雅也 

中澤ちひろ 

村上尚実 

吉岡幸浩 

郷原 剛志 

 

設立時監事 足立尚吾 

小川智 

 

（最初の事業計画等） 

第５１条 当法人の設立当初年度事業計画及び収支予算は、第７条第１項の規定に

かかわらず、設立者の定めるところによる。 

 

（最初の事業年度） 

第５２条 当法人の最初の事業年度は、当法人成立の日から令和３年３月３１日ま

でとする。  

 

（設立者の氏名及び住所） 

第５３条 設立者の氏名及び住所は、次のとおりである。 

住 所 島根県雲南市木次町木次２９ 三日市ラボ内 

設立者 うんなん市民財団設立準備委員会 

 

（法令の準拠） 

第５４条 本定款に定めのない事項は、すべて一般社団法人及び一般財団法人に関

する法律の他の法令に従う。 

 

（設立時拠出財産目録） 

設立者 うんなん市民財団設立準備委員会 

拠出財産 現金 ３００万円 

 

 

 

 

附則 令和２年８月４日 

１ この定款の変更は、公益認定を受けた後、登記等の手続きを経て施行する。 

２ 公益認定を受けた時は、当該年度における事業年度は、第６条の規定にかかわ

らず、公益認定を受けた日の前日を事業年度の末日とし、公益認定を受けた日を事

業年度の開始日とする。 

 

設立者 うんなん市民財団設立準備委員会  
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代表 郷原 剛志   
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特定非営利活動法人みんなの集落研究所 定款 
 

 

第１章    総   則 

（名称） 

第１条 この法人は、特定非営利活動法人みんなの集落研究所という。 

 

（事務所） 

第２条 この法人は、主たる事務所を岡山県岡山市に置く。 

２ この法人は、前項のほか、その他の事務所を岡山県津山市に置く。 

 

第２章   目的及び事業 

（目的） 

第３条 この法人は、主に中山間地域をはじめとした、人口減少や少子高齢化等に起因する課題をもつ岡

山県内の地域・集落に対して、その維持と発展に関する調査研究及び提言、マッチング、コンサルティン

グ、人材育成などに関する事業を行い、諸機関とのネットワークを構築しながら、社会全体の利益の増進

に寄与することを目的とする。 

 

（特定非営利活動の種類） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う。 

（１） 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 

（２） 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動  

  

(事業） 

第５条 この法人は、第 3条の目的を達成するため、次の特定非営利活動に係る事業を行う  

①   個人・家族の課題解決の仕組みづくり支援事業 

②   集落・組織の課題解決の仕組みづくり支援事業 

③   地域を支える人材の支援・育成事業 

 

 

第３章   会   員 

（種別） 

第６条 この法人の会員は、次の 3 種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法（以下「法」という。）上

の社員とする。 

（１）正 会 員 この法人の目的に賛同し、活動推進を図るために入会した個人及び団体 

（２）一般会員 この法人の目的に賛同して入会した個人及び団体 

（３）賛助会員 この法人の事業に賛助するため入会した個人及び団体 

 

（入会） 

第７条 会員の入会ついては、特に条件を定めない。 
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２ 会員として入会しようとする者は、代表執行役が別に定める入会申込書により、代表執行役に申し込むも

のとし、代表執行役は、正当な理由がない限り、入会を認めなければならない。 

３ 代表執行役は、前項の者の入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をもって本人にその旨を

通知しなければならない。 

 

（会費） 

第８条 会員は、総会において別に定める会費を納入しなければならない。 

 

（会員の資格の喪失） 

第９条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、その資格を喪失する。 

（１）退会届の提出をしたとき。 

（２）本人が死亡し、又は会員である団体が消滅したとき。     

（３）継続して 1年以上会費を滞納したとき。 

（４）除名されたとき。 

 

（退会） 

第10条  会員は、代表執行役が別に定める退会届を代表執行役に提出して、任意に退会することができる。 

 

（除名） 

第 11条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、これを除名することができる。

この場合、その会員に対し、議決の前に弁明の機会を与えなければならない。 

（１）この定款等に違反したとき。 

（２）この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

 

（拠出金品の不返還） 

第 12条 既納の会費及びその他の拠出金品は、返還しない。 

 

 

第４章    役員及び職員 

（種別及び定数） 

第 13条 この法人に次の役員を置く。 

（１）評議員  １人以上３０人以内 

（２）執行役  ３人以上１０人以内 

（３）監 事  １人以上２人以内 

２ 執行役のうち、１人を代表執行役とする。 

３ 執行役のうち、１人以上２人以内を副代表執行役とすることができる。 

４ 執行役をもって法上の理事とする。 

 

（選任等） 

第 14条 評議員及び執行役、監事は総会において正会員の中から選任する。 
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２ 代表執行役及び副代表執行役は、執行役の互選とする。 

３ 執行役、監事について、その配偶者若しくは３親等以内の親族が１人を超えて含まれ、又は当該役員並び

にその配偶者及び３親等以内の親族が役員の総数の３分の１を超えて含まれることになってはならない。 

４ 監事は、評議員又は執行役、この法人の職員を兼ねることができない。 

 

（職務） 

第 15条 代表執行役は、法人の業務について、この法人を代表し、その業務を総理する。 

２ 代表執行役以外の役員は、法人の業務について、この法人を代表しない。 

３ 副代表執行役は、代表執行役を補佐し、代表執行役に事故あるとき又は代表執行役が欠けたときは、代表

執行役があらかじめ執行役会の議決を経て定めた順序によりその職務を代行する。 

４ 執行役は、執行役会を構成し、この定款の定め及び執行役会の議決に基づき、この法人の業務を執行する。 

５ 評議員は、評議員会を構成し、この定款の定め及び総会の議決に基づき、総会の運営及び執行役への助言

を行う。 

６ 監事は、次に掲げる職務を行う。 

（１）執行役の業務執行の状況を監査すること。 

（２）この法人の財産の状況を監査すること。 

（３）前２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又は所轄庁に報告すること。  

（４）前号の報告をするため必要がある場合には、総会を招集すること。 

（５）評議員及び執行役の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、評議員及び執行役に意見を述

べ、若しくは評議員会及び執行役会の招集を請求すること。 

 

（任期等） 

第 16条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 前項の規定にかかわらず、後任の役員が選任されていない場合には、任期の末日後最初の総会が終結する

までその任期を伸長する。 

３ 補欠のため、又は増員によって就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の任期の残存期間と

する。 

４ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなければならない。 

 

（欠員補充） 

第 17 条 執行役、監事のうち、その定数の３分の１を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補充しなけ

ればならない。 

 

（解任） 

第 18条 役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、これを解任することができる。

この場合、その役員に対し議決する前に弁明の機会を与えなければならない。 

（１）心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。 

（２）職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。 
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（報酬等） 

第 19条 執行役は、その総数の３分の１以下の範囲内で報酬を受けることができる。 

２ 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。 

３ 前２項に関して必要な事項は、総会の議決を経て代表執行役が別に定める。 

 

（職員） 

第 20条 この法人に、事務局長その他の職員を置く。 

２ 職員は、代表執行役が任免する。 

 

 

第５章    総   会 

（種別） 

第 21条 この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の２種とする。 

 

（構成） 

第22条 総会は、正会員をもって構成する。 

 

（権能） 

第 23条 総会は、以下の事項について議決する。 

（１）定款の変更 

（２）解散 

（３）合併 

（４）役員の選任又は解任、職務及び報酬 

（５）入会金及び会費の額 

（６）その他運営に関する重要事項 

 

（開催） 

第 24条 通常総会は、毎事業年度１回開催する。 

２ 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

（１）執行役会が必要と認め招集の請求をしたとき。 

（２）正会員総数の５分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求があったとき。 

（３）第１５条第６項第４号の規定により、監事から招集があったとき。 

 

（招集） 

第 25条 総会は、前条第２項第３号の場合を除き、代表執行役が招集する。 

２ 代表執行役は、前条第２項第１号及び第２号の規定による請求があったときは、その日から３０日以内に

臨時総会を招集しなければならない。 

３ 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面及び電子メールをもって、

少なくとも５日前までに通知しなければならない。 
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（議長） 

第 26条 総会の議長は、代表執行役またはその代理となる役員がこれに当たる。 

 

（定足数） 

第 27条 総会は、正会員総数の３分の１以上の出席がなければ開会することができない。 

 

（議決） 

第 28条 総会における議決事項は、第２５条第３項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。 

２ 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって決し可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

３ 評議員及び執行役又は正会員が総会の目的である事項について提案した場合において、正会員の全員

が書面及び電子メールにより同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の総会の決議があ

ったものとみなす。 

 

（表決権等） 

第 29条 各正会員の表決権は、平等なるものとする。 

２ やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について書面又は電子

メールをもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任することができる。 

３ 前項の規定により表決した正会員は、第２７条、前条第２項、次条第１項第２号及び第５９条の適用につ

いては、総会に出席したものとみなす。 

４ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わることができない。 

 

（議事録） 

第 30条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

（１）日時及び場所 

（２）正会員総数及び出席者数（書面及び電子メール表決者又は表決委任者がある場合にあっては、その数を

付記すること。） 

（３）審議事項 

（４）議事の経過の概要及び議決の結果 

（５）議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が記名、押印しなければならな

い。 

３ 前２項の規定に関わらず、正会員全員が書面又は電子メールにより同意の意思表示をしたことにより、総

会の決議があったとみなされた場合においては、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

（１）総会があったとものみなされた事項の内容 

（２）前号の事項の提案をした者の氏名又は名称 

（３）総会の決議があったものとみなされた日 

（４）議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

 

第６章    執 行 役 会 
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（構成） 

第 31条 執行役会は、執行役をもって構成する。 

 

（権能） 

第 32条 執行役会は、この定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。 

（１）総会に付議すべき事項 

（２）総会の議決した事項の執行に関する事項 

（３）事業計画及び活動予算並びにその変更 

（４）事業報告及び活動決算 

（５）借入金（その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除く。第 58条において同じ。）その他新

たな義務の負担及び権利の放棄 

（６）事務局の組織及び運営 

（７）その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項 

 

（開催） 

第 33条  執行役会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

（１）代表執行役が必要と認めたとき。 

（２）執行役の総数の３分の２以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求があったと

き。 

（３）第１５条第６項第５号の規定により、監事から招集の請求があったとき。 

 

（招集） 

第 34条 執行役会は、代表執行役が招集する。 

２ 代表執行役は、前条第２号及び第３号の規定による請求があったときは、その日から３０日以内に執行役

会を招集しなければならない。 

３ 執行役会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は電子メールをもっ

て、少なくとも前日までに通知しなければならない。 

 

（議長） 

第35条 執行役会の議長は、代表執行役またはその代理となる執行役がこれに当たる。 

 

（議決） 

第 36条 執行役会における議決事項は、第３４条第３項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。 

２ 執行役会の議事は、執行役の総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

（表決権等） 

第 37条 各執行役の表決権は、平等なるものとする。 

２ やむを得ない理由のため執行役会に出席できない執行役は、あらかじめ通知された事項について書面又は

電子メールをもって表決することができる。 

３ 前項の規定により表決した執行役は、前条第２項及び次条第１項第２号の適用については執行役会に出席
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したものとみなす。 

４ 執行役会の議決について、特別の利害関係を有する執行役は、その議事の議決に加わることができない。 

 

（議事録） 

第 38条 執行役会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

（１）日時及び場所 

（２）執行役の総数、出席者数及び出席者氏名（書面及び電子メール表決者にあっては、その旨を付記する。） 

（３）審議事項 

（４）議事の経過の概要及び議決の結果 

（５）議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が記名、押印しなければならな

い。 

 

 

第７章    評 議 員 会 

（構成） 

第 39条 評議員会は、評議員をもって構成する。 

２ 評議員会には、評議員長を置く。 

 

（権能） 

第 40条 評議員会は、この定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。 

（１）事業方針の提案及び事業計画及び活動予算への助言 

（２）事業報告及び活動決算の確認 

（３）通常総会の議題整理他、総会運営に関する事項 

 

（開催） 

第 41条  評議員会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

（１）評議員長が必要と認めたとき。 

（２）評議員総数の３分の２以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求があったとき。 

（３）執行役会より招集の請求があったとき。 

（４）第１５条第６項第５号の規定により、監事から招集の請求があったとき。 

 

（招集） 

第 42条 評議員会は、評議員長が招集する。 

２ 評議員長は、前条第２号及び第３号の規定による請求があったときは、その日から３０日以内に評議員会

を招集しなければならない。 

３ 評議員会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は電子メールをもっ

て、少なくとも３日前までに通知しなければならない。 

 

（議長） 
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第43条 評議員会の議長は、評議員長がこれに当たる。 

 

（議決） 

第 44条 評議員会における議決事項は、第４２条第３項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。 

２ 評議員会の議事は、評議員総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

（表決権等） 

第 45条 各評議員の表決権は、平等なるものとする。 

２ やむを得ない理由のため評議員会に出席できない評議員は、あらかじめ通知された事項について書面又は

電子メールをもって表決することができる。 

３ 前項の規定により表決した評議員は、前条第２項及び次条第１項第２号の適用については評議員会に出席

したものとみなす。 

４ 評議員会の議決について、特別の利害関係を有する評議員は、その議事の議決に加わることができない。 

 

（議事録） 

第 46条 評議員会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

（１）日時及び場所 

（２）評議員総数、出席者数及び出席者氏名（書面及び電子メール表決者にあっては、その旨を付記する。） 

（３）審議事項 

（４）議事の経過の概要及び議決の結果 

（５）議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が記名、押印しなければならな

い。 

 

 

第８章    資産及び会計 

（資産の構成） 

第 47条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

 (1)  設立の時の財産目録に記載された資産 

 (2)  入会金及び会費 

 (3)  寄付金品 

 (4)  財産から生じる収益 

 (5)  事業に伴う収益 

 (6) その他の収益 

 

（資産の区分） 

第 48条  この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産とする。 

 

（資産の管理） 

第 49 条 この法人の資産は、代表執行役が管理し、その方法は、執行役会の議決を経て、代表執行役が別に
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定める。 

 

（会計の原則） 

第 50条 この法人の会計は、法第２７条各号に掲げる原則に従って行うものとする。 

 

（会計の区分） 

第 51条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業に関する会計とする。 

 

（事業計画及び予算） 

第 52条 この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、代表執行役が作成し、評議員会の助言を得て、執

行役会の議決を経なければならない。 

 

（暫定予算） 

第 53 条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、執行役は、執行役会

の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用を講じることができる。 

２ 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。 

 

（予備費の設定及び使用） 

第 54条 予算超過又は予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設けることができる。 

２ 予備費を使用するときは、執行役会の議決を経なければならない。 

 

（予算の追加及び更正） 

第 55 条 予算議決後にやむを得ない事由が生じたときは、執行役会の議決を経て、既定予算の追加又は更正

をすることができる。 

 

（事業報告及び決算） 

第 56 条 この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、毎事業年

度終了後、速やかに、代表執行役が作成し、監事の監査を受け、評議員会の確認後、執行役会の議決を経なけ

ればならない。 

2  決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。 

 

（事業年度） 

第 57条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 

（臨機の措置） 

第 58 条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担をし、又は権利の放棄を

しようとするときは、執行役会の議決を経なければならない。 

 

 

第９章    定款の変更、解散及び合併 
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（定款の変更） 

第 59 条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の４分の３以上の多数による議

決を経、かつ、法第２５条第３項に規定する以下の事項を変更する場合、所轄庁の認証を得なければならない。 

（１）目的 

（２）名称  

（３）その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類 

（４）主たる事務所及びその他の事務所の所在地（所轄庁の変更を伴うものに限る） 

（５）社員の資格の得喪に関する事項 

（６）役員に関する事項（役員の定数に関する事項を除く） 

（７）会議に関する事項 

（８）その他の事業を行う場合における、その種類その他当該その他の事業に関する事項 

（９）解散に関する事項（残余財産の帰属すべき者に係るものに限る） 

（10）定款の変更に関する事項 

 

（解散） 

第 60条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。 

（１）総会の決議 

（２）目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 

（３）正会員の欠亡 

（４）合併 

（５）破産手続開始の決定 

（６）所轄庁による設立の認証の取消し 

２ 前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の４分の３以上の承諾を得なければなら

ない。 

３ 第１項第２号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。 

 

（残余財産の帰属） 

第 61条 この法人が解散（合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。）したときに残余する財産は、法

第１１条第３項に掲げる者のうち、解散時の総会で議決した者に譲渡するものとする。 

 

（合併） 

第 62 条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の４分の３以上の議決を経、かつ、

所轄庁の認証を得なければならない。 

 

 

第９章 公告の方法 

（公告の方法） 

第 63 条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して行う。但し、法第２８

条の２第１項に規定する貸借対照表の公告については、内閣府 NPO法人ポータルサイト（法人入力情報欄）

に掲載して行う。 
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第１０章 雑則 

（細則） 

第 64条 この定款の施行について必要な細則は、執行役会の議決を経て、代表執行役がこれを定める。 

 

 

附     則 

１ この定款は、この法人の成立の日から施行する。 

２ この法人の設立当初の役員は、次に掲げる者とする。 

    会長      岡本 勝光 

    代表執行役   阿部 典子 

    執行役     仲田 芳人 

    同       宇野 圴惠 

    同       徳田 恭子 

    監事      石原 達也 

３ この法人の設立当初の役員の任期は、第１６条第１項の規定にかかわらず、成立の日から平成２７年３月

３１日までとする。 

４ この法人の設立当初の事業計画及び活動予算は、第５２条の規定にかかわらず、設立総会の定めるところ

によるものとする。 

５ この法人の設立当初の事業年度は、第５７条の規定にかかわらず、成立の日から平成２６年３月３１日ま

でとする。 

６ この法人の設立当初の会費は、第８条の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。 

（１）正会員会費     年   ５，０００円 

（２）一般会員会費  年   ３，０００円 

（３）賛助会員会費  年  １０，０００円 



1 

 

職員等の給与規程細則 

 

 

（目的） 

第１条 この細則は、特定非営利活動法人みんなの集落研究所職員等の就業規則第44条の規定に基づき、

必要な事項を定める。 

 

（正職員、契約職員の基本給） 

第２条 正職員並びに契約職員の基本給は基礎額、事業貢献、役職に応じ、以下、（１）～（３）の各項目  

を合計して定める。 

   （１）基礎額 

採用からの年数 職 種 金額 

採用 2年未満     調査員 180,000円 

2年以上3年未満   調査員 185,000円 

3年以上4年未満   研究員 190,000円 

4年以上5年未満   研究員 200,000円 

5年以上6年未満   研究員 210,000円 

6年以上7年未満   研究員 220,000円 

7年以上       研究員 230,000円 

 首席研究員 300,000円 

※基礎額の算定は毎年４月１日に行う。 

    ※採用初年度の勤務年数は、６ヶ月以上は１年間、６ヶ月未満は０年間として算定する。 

    ※休業・休職期間は含まない。 

    

   （２）事業貢献査定 

事業執行における貢献度に応じて半期ごとに査定を行い、年 2回賞与を支払う。 

 

（３）役職手当 

名称 金額 備考 

主任手当 10,000円 個別事業、個別業務を主担当者として責任を以て遂行する 

総務手当 10,000円 各事務所の庶務・労務に関する業務をあわせて担当する 

所長代理手当 10,000円 各事務所の所属職員の業務進捗管理を行う。 

管理職手当 25,000円 
法人管理・人事・給与・労務に関する計画を立案する 

計画の実施状況について責任を負う 

所長手当 50,000円 
法人管理、人事、給与に関する計画を立案する 

計画の実施状況について責任を負う 

 



2 

 

（転勤に伴う費用の支給） 

第３条 業務命令に伴い転居が必要であることを認めた場合、転勤に伴う費用として 50,000 円を支給す

る。 

 

（通勤手当） 

第４条 正職員並びに契約職員の通勤手当は、公共交通機関の 6ヶ月の定期の額の1/6を支給する。自家

用車で通勤する場合は以下を支給する。 

通勤距離が片道 4km 以上  10km未満      4,200円 

通勤距離が片道 10km以上 15km未満      7,100円 

通勤距離が片道 15km以上           12,900円 

 

（単身居住手当） 

第５条 単身で住居を賃借している職員について、単身居住手当として月額10,000円を支給する。 

２ 手当は賃借を開始した月の翌月から、賃借が終了する月若しくは職員が退職する月まで支給する。 

 

（週勤務日数が５日に満たない労働契約に対する算定） 

第６条 正職員、契約職員、並びに嘱託職員について、労働契約による週勤務日数が５日に満たなない場

合、その日数に応じた比率で給与額の調整を行う。 

 

（パートタイマー職員及びアルバイト職員の給与） 

第７条 パートタイマー職員及びアルバイト職員の基本給は技能・職能等により以下のとおり定める。 

時間給 最低賃金～1,500円 

ただし執行役の場合 時間給 1,500円から 2,000円 

２ パートタイマー職員及びアルバイト職員には第３条、第４条、５条を適用しない。 

 

（退職金の額） 

第８条  退職金の額は、退職又は解雇の時の基本給の額に、以下勤続年数に応じて定めた支給率を 

乗じた金額とする。 

勤続年数          支給率 

5年未満         支給しない 

5年以上  6年未満     1.0ヶ月 

6年以上 10年未満     3.0ヶ月 

10年以上 15年未満     5.0ヶ月 

15年     以上     7.0ヶ月 

 

２ 20年以上の勤続に関しては 15年以上の支給率を基準に功績に応じて加算額を執行役会で決定する。 

 

附則 

この細則は、令和元年6月1日に制定した。 

退職金に関する改定 令和元年12月26日改定 




